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◇学部における学生の受け入れ 

 

法学部 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

法学部では、学部の理念及び教育目標を踏まえ、アドミッション・ポリシーを以下の通り

定めている。 
＜入学者受け入れの方針＞ 
○法学部の求める人材 

法学部は、地球的視点に立った法的問題意識と法的解決能力、言い換えれば「グローバルなリーガル

マインド」を身につけた人材の育成を教育目標にしています。 

21世紀に入り、地球的規模の問題や紛争はますます増えています。身の回りのさまざまな問題へ対応

するだけでなく、こうした地球規模の問題をも暴力や武力に頼らず合意やルールに基づいて解決するこ

とを喫緊の課題として抱えています。そのような時代だからこそ、最初に掲げた人材が必要とされてい

るのです。 

「グローバルなリーガルマインド」を身につけるために、①地球規模での法化社会を読み解くことが

できる「基礎的な法律的・政治的専門」と、②自立した地球市民として必要な、批判的・創造的思考が

できる「新たな教養」の両方が必要であり、それら 2つがひとりの人間のなかで融和した形で実現され

ることが求められます。それゆえに、法学部は、次のような資質・姿勢を持っているみなさんの入学を

望みます。  

(1)自分自身を含めた身近な問題に対する真剣な関心 

(2)物事を厳密に考え、批判的に捉える思考 

(3)健全で強い倫理観・責任感 
 
その基礎に立って、法学部での学びを通して「グローバルなリーガルマインド」を修得し、一人ひと

りが社会の有意な一員として巣立っていくことを私たちは願っています。 
 

○入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等 
 入学試験で課している科目はいずれも法学部での学修を進めるにあたって重要です。英語は世界にお

けるコミュニケーション手段としてだけではなく、「グローバルなリーガルマインド」を修得し世界で活

躍する国際人を目指すためにも、さらに多文化社会を知るためにも不可欠な科目です。国語における読

解力・文章力・批判的思考力、数学で訓練される論理的かつ合理的な思考力、地理歴史・公民で修得す

る社会の現実と課題に関する判断力・洞察力、物理・化学・生物などの理科科目で培われる自然界や環

境についての理解力も、すべて法学部での学修の基礎となります。したがって、これらの科目について

は高等学校段階で十分な学習を積むことを求めます。 

そのうえで、一般入試や大学入試センター試験利用入試では、主にこれらの知識面について確認しま

す。また、自己推薦入試や指定校推薦入試でおこなう「講義理解力試験」は、大学で行う講義と同じ形

式で試験を行うものであり、社会への理解力、洞察力、思考力、分析力を問うものです。推薦入試等で

課している「志望理由書」や「面接・グループディスカッション」は、現在の自分の関心、将来設計、

そのために自分が学ぶ学修について、さらにはこれまで周囲とどのように主体性をもって関わってきた

のかなどを確認するものです。 

現在の自分の社会的関心を確認し、自分が将来なりたい理想像（ロールモデル）を探し、法学部への

進学が自分にとって最適な選択かどうかを考えながら、受験の準備をしてください。20 年 30 年先の自

分からみて必要と考える基礎的知識を育み、目的意識をもって入学試験に臨んで頂きたいと思います。 

 

 
アドミッション・ポリシーは、本学公式 Webサイトや各種入学試験募集要項等において周

知している。なお、2016 年度の新入生アンケート調査結果によると、法学部新入生のうち、
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法学部のアドミッション・ポリシーについて「聞いたり読んだりしたことがあり、内容も理

解している」と回答した割合は 17.7％であった。 
なお、法学部では、2016 年度 12 月の教授会決定によりアドミッション・ポリシーを改訂

し、各入試制度において「基礎的・基本的な知識・技能」、「知識・技能を活用して課題を解

決するために必要な思考力・判断力・表現力等」、「主体的に学習に取り組む態度」をどのよ

うに問うているかについて受験生に示した。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし 
 
２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性（各種推薦入試、

特別入試を含む） 

学生募集の方法については、全学として行っている学生募集の機会（オープンキャンパス、

学外進学相談会、進学アドバイザーによる高校訪問、大学案内誌、Web サイト等）を通じて

適切に行われている。 

一方、入学者選抜の方法は、２月～３月にかけて実施している１）一般入試、２）大学入

試センター試験利用入試（個別試験を課さない「単独方式」と一般入試の外国語試験を課す

「併用方式」）、３）統一入試、秋季に実施する（法学部では特別入学試験と称す）４）英語

運用能力特別入学試験、５）自己推薦入学試験、６）海外帰国生等特別入学試験、７）外国

人留学生入学試験、学校長からの推薦を必要とする推薦入学である８）附属推薦入学、９）

指定校推薦入学試験、10）スポーツ推薦入学試験、がある。 

２月から３月にかけて実施している入学試験は、法学部での学修を進めるにあたって重要

な一定の科目に関して、学力考査を課すことにより選抜する試験である。全国各地から受験

生を募集できるよう、地方においても試験会場を設けている。特別入学試験では、特定の分

野に秀でた高校生もしくは多様な能力を持った高校生を選抜している。各種の推薦入試制度

は、高等学校における活動を重視した入学制度であり、入試制度に応じて、法学部での学修

に必要な社会への理解力、洞察力、思考力、分析力や将来設計の計画等を問い、入学者を選

抜している。 

これら入学者選抜方法においては、アドミッション・ポリシーに示す『「グローバルなリー

ガルマインド」を身につけた人材の育成』という観点から、①外国語能力、②幅広い分野に

対する理解力を重視している。 
 

 １）一般入試 

一般入試は、「外国語」「国語」及び「地理歴史・公民・数学」の筆記試験を行い、一定

の点数以上の者を合格とする選抜方法である。いずれの学科においても、外国語の能力を

重視した選抜方法を実施している。また、2009年度からは４教科型入試を導入し、幅広い

分野に対する理解力を持つ学生の選抜を行っている（表６－Ⅰ－１及び表６－Ⅰ－２参

照）。 
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  [表６－Ⅰ－１]  

 
  [表６－Ⅰ－２]  

 
 

２）大学入試センター試験利用入試 

   法学部では、個別試験を課さない「単独方式」と、個別試験として一般入試の外国語試

験を課す「併用方式」の２つの方式を採用している。大学入試センター試験は全国的に実

施される試験であり、受験生を全国から幅広く募集することができる。2016 年度からは、

従来設けていた「単独方式」の５教科型に加えて、新たに３教科型の試験を導入した。 

このうち「単独方式５教科型」については、幅広い分野に対する理解力を問う観点から、

表６－Ⅰ－３に記載の通りの試験科目を課している。他方で、「単独方式３教科型」では文

系科目を得意とする受験生をターゲットにして表６－Ⅰ－４に記載した試験科目を課す

こととした。 

また、「併用方式」については、幅広い分野に対する理解力を問いつつも、外国語（特に

英語）の能力に秀でた学生を確保する観点から、表６－Ⅰ－５に記載の通り、大学入試セ

ンター試験と個別試験の合計 700点（国際企業関係法学科は 800点）のうち、合計 300点

（国際企業関係法学科は 400点）を外国語に配点している。 
 

［表６－Ⅰ－３］ 
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［表６－Ⅰ－４］ 

 
［表６－Ⅰ－５］ 

 

 

３）統一入試 

法学部、経済学部、商学部、文学部、総合政策学部で同一問題を使用した統一入試を行

っている。法学部は３教科型と４教科型の２種類の選抜方法を設けており、多様な学生の

確保を狙っている（表６－Ⅰ－６及び表６－Ⅰ－７参照）。 

 

[表６－Ⅰ－６]  

 
 

[表６－Ⅰ－７]  

 

 

４）英語運用能力特別入学試験 

   募集人員は若干名で、TOEFL（スコア iBT68以上）、ケンブリッジ大学英語検定試験合格、
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英検準一級以上、国連英検Ｂ級以上、TOEIC（スコア 680以上）、IELTS（スコア 6.0以上）、

TEAP（スコア 140以上）等の条件を満たしていることを出願資格とし、毎年 10月に一次試

験（国語及び英語の筆記試験と提出書類により総合的に判定）と二次試験（日本語と英語

による面接試験）を行っている。英語運用能力に秀でた入学者を獲得することを目的とす

る入試である。 

   なお、2016年度より従来２回にわけて別日程で行われていた筆記試験と面接試験を同一

日に行うこととし、受験生の利便性が向上した。 

 

５）自己推薦入学試験 

   法学部において法律学・政治学を学ぶ積極的な意思とそのために必要な総合的基礎学力

を有することを前提に、高校時代に課外の活動に積極的に参加し、他の模範となる成果を

あげるなど、個性的で意欲的な高校生活を送り、広い視野と行動力を身に付けた者や、高

等学校卒業後の自らの職業体験や生活体験を通じて豊かな知見を獲得し、強い行動力を有

する者を確保することを狙っている。一次選考（自己推薦理由書及び志望理由書の書類審

査）を通過した者に対し、講義理解力試験及びグループディスカッションを行い、合否を

判定している。なお、2017年度は自己推薦書の記述内容を裏づける補足資料を提出するた

めの様式を新たに用意した。これによってより多様な活動の記録を提出することができる

ようになり、受験生が自己アピールをする上での利便性が向上した。 

 

６）海外帰国生等特別入学試験 

   一次試験として筆記試験（国語＜現代文の読解と小論文＞、外国語＜英語、ドイツ語、

フランス語から１カ国語選択＞）、二次試験として面接を行い、合否を判定している。 

   なお、2016年度より従来２回にわけて別日程で行われていた筆記試験と面接試験を同一

日に行うこととし、受験生の利便性が向上した。 

 

７）外国人留学生入学試験 

   筆記試験（日本語及び英語）と面接を実施する。出願にあたっては、全学共通の出願資

格を満たした者について、「日本留学試験」で日本語、総合科目、数学（コース１）の受験

を義務付けており、これらの総合点で合否を判定している。 

 

８）附属高校推薦入学 

中央大学附属高等学校、中央大学杉並高等学校、中央大学高等学校、中央大学附属横浜

高校の学校長からの推薦に応じて、学部への受入れを協議・決定している。 

 

９）指定校推薦入学試験 

   指定校推薦入学試験については、各高等学校から推薦された者について、講義理解力試

験を課している。2014年度入試より推薦基準の見直しを行い、被推薦者の資格は、全体の

評定平均値が 4.0以上で、かつ「外国語」の評定平均値が 4.0以上であることを必要とし

ている。 

 

10）スポーツ推薦入学試験 

   インターハイや国体、全国選手権大会、全国高校選抜大会等の公認の全国大会（チーム

競技は地区大会を含む）に出場し特に優秀な成績を収めた者で、高等学校の学業成績が評
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定平均 3.0以上であること等を出願資格とし、さらに小論文と面接試験を行って合否を決

定している。 

 
このように法学部には、多様な学生を受け入れる手段としての適切な入学者選抜方法が設

けられている。 

 

（２）入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性（入学者選抜実施体制の適切

性、結果の公平性・妥当性を確保するシステムの導入状況） 

１）一般入試 

一般入試の実施は全学的な組織である入学センターによって執り行われている。一般入

試は選抜基準が透明かつ客観的であり、選抜方法として公平であるといえる。 

合否判定は、学部長を委員の一人とする法学部入学試験等合否決定委員会において３な

いし４科目の合計点で行っており、科目の得点は必要に応じ偏差点を使用している。 

なお、選考方法は受験案内（募集要項）・本学公式 Webサイト等の広報媒体を通じて公表

している。また、志願者数、合格者数、倍率、合格最低点についても、本学公式 Webサイ

ト等を通じて公表している。不合格者についても問い合わせがあれば得点を開示している。 

 

２）大学入試センター試験利用入試 

単独方式・併用方式ともに、各方式に課される受験科目の得点をもとに、学部長を委員

の一人とする法学部入学試験合否決定委員会において合否判定を行っている。一般入試同

様に、選考方法を受験案内（募集要項）及び本学公式 Webサイト等の広報媒体を通じて公

表しているほか、志願者数、合格者数、倍率を本学公式 Webサイト上で公開している。 

 

 ３）統一入試 

合否判定は３教科型、４教科型ともに偏差点を利用した合計点をもとに、学部長を委員

の一人とする法学部入学試験合否決定委員会において行っている。選考方法、志願者数、

合格者数、倍率、合格最低点、不合格者への得点開示については、１）一般入試と同様で

ある。 

 

 ４）特別入試 

特別入試における書類審査、講義理解力試験、面接審査等の試験実施は、表６－Ⅰ－８

記載の所管委員会が行っている。結果の公平性・妥当性を確保する観点から、各試験とも

に専任教員２名以上で採点を行っている。合否判定は表６－Ⅰ－８記載の各試験の所管委

員会において、学部長出席の下に行っている。なお、スポーツ推薦入学試験における受験

者の競技成績の検討については、全学の組織である中央大学スポーツ能力に優れた者の資

料等点検委員会が行っている。 

英語運用能力特別入学試験、海外帰国生等特別入学試験、自己推薦入学試験、外国人留

学生入学試験、スポーツ推薦入学試験における選考方法は、受験案内（募集要項）・本学公

式 Webサイト等の広報媒体を通じて公表している。指定校推薦入学試験における推薦基準

は、推薦指定校に送付している募集要項に記載している。 
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[表６－Ⅰ－８]  

名 称 所管委員会 

英語運用能力特別入学試験 法学部海外帰国生等・英語運用能力特別入試運営委員会 

海外帰国生等特別入学試験 同 上 

自己推薦入学試験 法学部自己推薦・指定校推薦入試に関する運営委員会 

指定校推薦入学試験 同 上 

附属高校推薦入学試験 法学部入学試験合否決定委員会 

外国人留学生入学試験 法学部外国人留学生入学試験運営委員会 

スポーツ推薦入学試験 法学部スポーツ推薦入試運営委員会 

 

 法学部における各入学試験の合否判定は、法学部入学試験合否決定委員会もしくは各特別

入学試験運営委員会で行われ、最終的な合否決定は教授会の審議事項としてその承認を経て

行われている。また、年度はじめに入試制度検討委員会を開催し、前年度の入試全般につい

ての検討を行うことにより、入学者選抜とその結果の公平性・妥当性を確保している。 

以上の通り、各入試は適切な体制の下に透明性をもって実施されている。 

 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜長所および効果が上がっている事項＞ 
〇 2016 年度入試においては、多くの入試制度で志願者増が達成された。各種入試広報活

動が実を結んだことや過去数年にわたって指摘されてきたいわゆる「文低理高」の傾向が

終息し、社会科学系の学部への受験生の関心が回復したことがあると考えられる。 

 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
〇 受験料の割引について、引き続きその必要性について検討し、実現に向けた努力を継続

する必要がある。 
〇 志望順位制導入後の統一入試による入学者の成績動向を引き続き注視する必要がある。 
〇 センター試験の後継テストについては、情報収集を進め、新しい入試政策策定のための

準備を行う必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
〇 2016年度入試における志願者増の背景については、入試分析検討会等でも分析を行い、

その傾向の持続に資するような入試政策の改善にあたる。 

〇 受験料の割引について、引き続きその必要性について検討するとともに、学内協議を継

続する。 

〇 入試制度検討委員会が中心となり、志望順位制導入後の統一入試による入学者の成績

を調査し、その動向を分析する。 

〇 入試制度検討委員会が中心となり、センター試験の後継テストについて、情報収集を継

続し、後継テスト導入後の入試政策策定のための準備を進める。 
 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ 2016年度入試における志願者増の背景については、入試分析検討会で分析を行い、更なる

改善策の検討を行った。 

○ 受験料の割引については、センター併用方式での割引について学内協議が進展した。法学
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部では、入試制度検討委員会にて当該制度における割引の導入を推進するとの決定を行った。 

○ 志望順位制導入後の統一入試による入学者の成績を調査し、その動向を分析するための必

要なデータの確認、学生についてのアセスメントの体制作りを推進した。 

○ 入学センターの協力のもと、センター試験の後継テスト（新テスト）について、情報収集

を継続し、後継テストの導入形態について検討を行った。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 受験料の割引について、学内協議が終了したので、学則改正などの手続きをとる必要がある。 
○ 2014年度入学試験から統一入試において志望順位制を導入している。制度の導入前後で入

学者の成績動向等を調査し、効果検証を行う必要が生じている。 

○ センター試験の後継テストについては、情報収集を進め、新しい入試政策策定のための準

備を行う必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 受験料の割引については、2017年５月の法学部教授会にて一般入試受験料減額に関する学

則の改定が承認され、法律学科・国際企業関係法学科の一般入試受験料の割引が実現する見

通しが立った。 

○ 志望順位制導入後の統一入試による入学者の成績動向に関する分析を今年度上半期中に実

施すべく、現在、基礎データの整理を進めている。 
○ センター試験の後継テスト（新テスト）については、引き続き情報収集を進める。本年度

６月中には文部科学省が新テストの実施方針を決定する見通しであることから、既に想定さ

れる事態に備えた対策案の検討に入っている。 
 
３．適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に

管理しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）収容定員に対する在籍学生数比率の適切性（入学定員に対する入学者数の比率を含む） 

2017年５月１日現在の総定員と在籍学生数は、表６－Ⅰ－９の通りである。 

 

［表６－Ⅰ－９ 総定員と在籍学生数］ 

学科 総定員 1年次 2年次 3年次 4年次 計 

法律学科 3,402 809 915 957 996 3,677 

国際企業関係法学科 648 168 172 182 212 734 

政治学科 1,499 367 417 404 454 1,642 

計 5,549 1,344 1,504 1,543 1,662 6,053 

※2017年度から法学部は入学定員を変更している。 

 

この表が示すように、学部総定員 5,549人に対して在籍学生数は 6,053人で、504人（8.3％）

の超過である。１年次～３年次では、学部総定員は 4,179人に対して在籍学生数は 4,391人

であり、212人（4.8％）の超過となっている。４年次以降の在籍学生については、司法試験

受験を見据えた法科大学院への進学や国家公務員試験の受験を目的とした修学延長希望者が

多いことによるものと考えられる。 

また、2013年度から 2017年度までの入学定員と入学者数は以下の通りである。 
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［表６－Ⅰ－10 入学定員と入学者数］ 
学科 入学定員 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 平均 

法律学科 
882 886 897 975 925 809 898 

 (105％) (107％) （116％) （110％) （92％) （102％） 

国際企業関係法学科 
168 174 191 185 175 168 179 

 (109％) (119％) （116％) （109％) （100％) （107％） 

政治学科 
389 408 397 412 424 367 402 

 (110％) (107％) （111％) （115％) （94％) （103％） 

計 
1,439 1,468 1,485 1,572 1,524 1,344 1,479 

 (107％) (108％) （115％) （111％) （94％) （103％） 

※2017年度から法学部は入学定員を変更している。 
※2013～2016年度までは変更前の入学定員（1,370名）をもとに、超過率を計算している。 

 

この表が示すように、年度によって超過数が多すぎることはあるが、過去５年間の平均は

３学科平均で７％となっており、恒常的に許容範囲内だといえる。 

  なお、2013年度から 2017年度までの編入学定員と編入学者数は以下の通りである。 

 

［表６－Ⅰ－11 編入学定員と編入学者数］ 

学科 入学定員 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 

法律学科 若干名 2 0 0 1 0 

国際企業関係法学科 若干名 0 0 0 0 0 

政治学科 若干名 0 0 2 2 0 

計 若干名 2 0 2 3 0 

 

毎年、若干名の定員に相応しい人数の者が編入学をしており、極めて適切だといえる。 

法学部では入学希望者が定員を下回るということは今のところ考えられないが、定員の半

数以上を占める一般入試及び大学入試センター試験利用入試による入学者に関しては、合格

者数に対する入学者数の比率（いわゆる「歩留り比率」）が年度によって異なることから定員

の管理が困難であり、予測を誤れば大幅な定員割れもしくは定員超過を生じかねない。しか

し、法学部では入学試験等合否決定委員会によって併願状況や例年の歩留まり比率等に基づ

き適切に予測が行われ、これまで過度な定員超過や定員割れといった事態は避けられてきた。

2009年度からは統一入試が、2014年度には統一入試の志望順位制が導入され、また 2016年

度からはセンター単独方式３教科型が導入されたため、適切な予測はさらに困難になってい

るが、入学試験という選抜方法が続く限り、併願状況をもとに過去のデータに照らした予測

に基づいて行う以外に定員管理には何ら有効な方法はない。したがって、今後も、そうした

データを管理し、適切な予測を続けていく一方で、併願校になり得る他大学の学部や学科の

動向に関する情報を収集し、適切な定員管理に努めていく。 

 

（２）定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応の状況 

法学部では、現状著しい欠員ないし定員超過は恒常的に生じていない。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
〇 2016 年度より私立大学の入学定員超過に対する私学助成が厳格化されたため、国の政

策・方針を踏まえた上で、より適切な定員管理方法を探っていく必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
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〇 国の政策・方針を踏まえた定員管理にあたるため、入試制度検討委員会が中心となり、

各入試制度の運用のあり方を検討する。 
 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

〇 定員管理厳格化への対応にあたるために、指定校枠の見直しを行い、さらに入試形態ごと

に目安値を設定し、入学者の抑制的な受け入れを行う体制を整えた結果、概ね想定どおりの

入学者を確保できた。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 入学定員超過に対する私学助成が厳格化されたこと等、国の政策・方針を踏まえ、より適

切な定員管理方法を探っていく必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 2016年度の定員管理の経験を踏まえて、入試制度検討委員会を中心に、各関係委員会で協

議の上、引き続き国の政策・方針を踏まえた定員管理にあたる。 

 
４．学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されて

いるかについて、定期的に検証を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生募集方法および入学者選抜方法を検証する仕組みとその実施状況（学外関係者等か

らの意見聴取を含む） 

法学部では、入試制度検討委員会が中心となり、必要に応じて各特別入試運営委員会と連

携を図りながら各入試制度の検証・検討を行っている。検証・検討にあたっては、各入試の

合否等データのほか、複数の外部機関による分析講演会の結果や、入試広報活動の一環とし

て全国の高等学校を訪問した際に高校教員より聴取した意見等を参考にしている。 

また、一般入試、及び統一入試の入試問題の検証は、各科目の出題委員会が入試問題の原

稿を作成した後、入試管理委員、点検委員による複数機会の点検を経て、必要な場合には修

正を行うというプロセスをとっている。また、外部機関による事後点検の際にはあわせて講

評も依頼しており、出題ミスの発見のみならず、問題の適切性の検証も行っている。さらに

試験実施後においては、入試管理委員会より次年度の出題主査に得点データが提供される。

主査はそれに基づいて各問題の平均点や得点分布を知ることができ、また次年度の入試問題

作成に際して難易度の調整に役立てている。特別入学試験については、各入学試験運営委員

会において問題の妥当性について検証している。 

以上のように、現在のところチェック体制が機能し、入試におけるミスは未然に防ぐこと

が可能となっている。また、高等学校での学習範囲を逸脱した出題を防ぐ体制は既に十分に整

っており、過去の入学試験の結果をフィードバックする体制も十分に整えられている。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし  
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法学部通信教育課程 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

アドミッション・ポリシーでは、①法学部通信教育課程の求める人材、②入学前に修得し

ておくことが望まれる学修内容・学力水準、について２つの視点から述べてあり、Web サイ

トや『別冊白門』を通じて公開している。 

 具体的な内容は以下の通りである。 

 

＜入学者受け入れの方針＞ 

○法学部通信教育課程の求める人材 
法学部通信教育課程は、通学課程と同じく、「グローバルなリーガルマインド」を身に付けた人材を養

成すべく、それを形成するのに必要な資質・能力として「基礎的な法的専門知識」と「新たな教養」を

備えさせることを教育目標としています。 
そこで、法学部通信教育課程は、こうした教育目標に関心をもち、現代社会に何らかのかたちで参画

しようと考えておられる方、あるいは、養成すべき人材像に共感し、備えさせるべき資質・能力を身に

付けることの必要を感じておられる方の入学を大いに歓迎し、広く受け入れます。学びを始めるのに遅

すぎるということはないのですから、法学部通信教育課程の設置趣旨にかんがみ、大学という高等教育機

関における法学教育の門戸は広く開放されているべきであると考えるからです。 
一人でも多くの方が、法学部通信教育課程での学びを通して、「基礎的な法的専門知識」と「新たな教

養」を備え、もって全人格的な資質としての「グローバルなリーガルマインド」を身に付け、現代社会の

有為な一員として活躍されることを願っています。 

 
○入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等 
高等学校を卒業していることなど、一定の入学資格要件を満たしていることは必要ですが、法学部通

信教育課程の設置趣旨に照らして、それ以外に、学力試験を課すなどのことはしません。 
もっとも、そのこととは別に、入学以前の最終学歴に応じ、学修内容や学力水準を考慮できるように

して、既修得単位の換算を行い、２年次または３年次への編入学を広く認めます。これも同じく、設置

趣旨に配慮してのことです。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

〇 特になし 
 
２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性 

通信教育課程においては、創設以来、高等教育機関における法学教育の門戸を広く開放す

ることを方針に教育活動を展開している。このことは、公益財団法人私立大学通信教育協会

が「大学通信教育ガイドライン」において明示している、「大学の目的に基づき大学教育を時

間的、空間的に制約のある多様な学習歴と年齢に及ぶ広範な人々に様々な方法をもちいて開

放するものである。」との大学通信教育の目的とも合致したものとなっている。 

具体的には、入学者選抜としては書類選考を通じて高等学校卒業もしくはそれと同等以上

の資格を有していることについて確認を行い、入学資格を満たしている者については原則と

して入学を許可しており、学力審査等は行っていない。この点については、アドミッション・
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ポリシーにおいても「入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等」に明記

している。 

学生募集については、入学説明会の開催や他大学との合同入学説明会への参加、本学公式

Webサイト、公共交通機関への広告掲出等の手段で行い、社会人や主婦等、多様なバックグラ

ウンドを有する志願者が本通信教育課程の情報にアクセスしやすいよう配慮している。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
〇 直近の５年程度を見れば、入学者数はほぼ横ばいか若干の減少となっているが、数十年の

長期的には明らかに減少している。新入生の減少については、大学通信教育全体の傾向でも

あるものの、対策が必要な状況である。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
〇 新入生を増やすために、広報に力を入れる。Web サイトを見やすくし、志願者が説明会の

情報を得られやすくするほか、説明会で在学生や OBの体験談を盛り込むなど、内容について

工夫を行っていく。 
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経済学部 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

経済学部として掲げているアドミッション・ポリシーは以下の通りである。 
＜入学者受け入れの方針＞ 

○経済学部の求める人材 

経済学部では、冷静な思考力と温かい心を持った国際的な視野に立つ経済人を養成することを理念と

し、次のような目標を持つ学生を求めています。 

・私たちの生活の基礎となる経済の仕組みについて専門的に学びたい学生 

  ・論理的な思考力と、プレゼンテーション能力を身につけたい学生 

  ・パソコンを使った情報処理技術や、会計の専門知識を身につけたい学生 

  ・企業や官公庁、国連、NGOなどで、経済の専門知識を活かしたい学生 

  ・環境問題、福祉政策の専門知識を身につけ、地域社会に貢献したい学生 

  ・将来ロースクールなど専門職大学院に入って、経済に強い専門家を目指す学生 

  ・将来大学院に入って、より高度な経済学を学ぶことを目指す学生 

  入学者選抜においては、本学独自の一般入試のほか、大学入試センター試験を利用した選抜も行って

おり、入学後の学修の基礎となる国語、英語、地理歴史、公民、数学の科目を中心として、高等学校レベ

ルの十分な知識と論理的思考力を重視して選抜しています。このほか、特別入試として、自己推薦入試、

海外帰国生等特別入試、英語運用能力特別入試、ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語特別入試、

外国人留学生入試、推薦入試（指定校、スポーツ）、編入学試験があり、外国語、小論文、面接などの試

験により、幅広い問題関心とすぐれた資質をもち、経済学部で学修する意欲の高い学生を選抜します。 

 

○入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等 

  高等学校卒業に必要な諸科目、とりわけ国語、英語、地理歴史、公民、数学はいずれも経済学部での

学修を進めるにあたって重要です。特に国語できたえた文章力、数学できたえた論理的思考力、地理歴

史、公民で修得した現代世界のなりたちとその諸問題に対する広い知識は、いずれも経済学部での学修

の基礎となります。また英語力は、経済学及びその関連領域を専門的に学ぶ上で必要なだけでなく、今

日のグローバル社会の中で活躍する経済人を目指すならば、不可欠なものといえるでしょう。 

経済学部では、これらの素質を持った学生が入学後にさらにその力を伸ばし、国際的で豊かな教養・

学識と専門能力を身につけ、社会のさまざまな分野においてその学識と能力を発揮することができるよ

うにするために、教育課程においてもさまざまな取り組みを行っています。 

以上のアドミッション・ポリシーは、一般入試（大学入試センター試験利用入試を含む）

及び特別入試の受験案内、本学公式 Webサイトに掲載しており、これらの各種媒体を通じて

大学構成員及び社会に対して広く公表している。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 2015 年度の新入生アンケートの結果は、アドミッション・ポリシーの内容について、

「聞いたり読んだりしたことがあり、内容も理解している」が 13.5％となった。全学の

水準（12.9％）は上回っているが、依然低い数値のままである。 

 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 各入試の受験案内だけではなく、学部ガイドブック等の広報誌にも積極的に掲載し、受

験生や入学者に対する当該ポリシーの周知を徹底していく。 
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【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ 各種冊子にて積極的な周知を行った結果、2017年度の新入生アンケートの結果は、アドミ

ッション・ポリシーの内容について、「聞いたり読んだりしたことがあり、内容も理解してい

る」が 22.5％となった。2015年度の 13.5％と比較すると認知度が向上した。また、2018年

度版の学部ガイドでは、経済学部の求める人材を大きく取り上げ、受験者や入学者にアドミ

ッション・ポリシーの内容をアピールする予定である。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 2017 年度の新入生アンケートの結果は、アドミッション・ポリシーの内容について、「聞

いたり読んだりしたことがあり、内容も理解している」が 22.5％となっており、2015年度の

13.5％と比較すると認知度が向上したと言えるが、内容を理解していない学生が未だ 70％以

上いる状態である。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 引き続き Webサイトや広報誌、相談会等での積極的な周知を行う。そのためには、アドミ

ッション・ポリシーを理解している学生が、何を媒体として知ったかも調査し、有効な広報

手段について検討する。 
 
２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性（各種推薦入試、

特別入試を含む） 

経済学部では入学者選抜方針に基づき、募集方法、募集定員、合否決定の基本方針等を経

済学部入試・広報委員会を中心に検討している。 
学生募集に関しては、学部ガイドブック等の冊子や本学公式 Webサイトによる広報のほか、

オープンキャンパスや高校教員向け説明会、高校生向けの説明会や模擬授業等を通じた積極

的な情報発信に基づく学生募集活動を行っている。 

一方、入学者選抜方法としては、一般入試による選抜を基本として、学力試験により高等

学校レベルの十分な知識と論理的思考力を重視して選抜している。まず、一般入試は、学部

の教育理念・目的・教育目標の達成に相応しい学力を備えた学生を選抜することを目的とし

て実施するものであり、そのために高等学校教育課程の３～４教科（外国語・国語・社会・

数学）に関する筆記試験を実施している。また、2017年度入試より、TOEFL、TOEIC等の英語

外部検定試験を活用した「英語外部検定試験利用入試」を導入している。 

さらに、大学入試センター試験を利用した選抜も、一般入試の一部として実施している。

大学入試センター試験利用入試は、学部独自試験との併用方式、センター単独方式（前期選

考３教科型・前期選考４教科型、後期選考３教科型）に区分して実施しており、国公立大学

との併願者や、総合的学力の高い学生を受け入れることを狙って実施するものである。これ

に加えて一般入試の一つとして、学部共通の問題で試験を行い、複数の学部に出願すること

ができる「統一入試」も行っており、本学への入学意欲の高い志願者に対して、より多くの

選抜の機会を提供している。 

次に、多様な入学者選抜方式（特別入試）については、学部の教育理念・目的・教育目標
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の遂行にとって、とりわけ学生の入学前の多様な勉学環境に配慮し、特定科目等のウエイト

を高めた選抜を行うことを目的として実施するものであり、特別入試ごとに、以下に示す目

的の下でそれぞれ実施し、幅広い問題関心とすぐれた資質をもち、経済学部で学習する意欲

の高い学生を選抜している。 
①自己推薦入試 

一般入試で十分に評価できない多様な能力に優れた学生を受け入れる目的で実施して

おり、簿記検定資格取得者、数学能力に優れた者、国際バカロレア資格取得者等を対象に

している。 
②海外帰国生等特別入試 

一般入試で十分に評価できない多様な能力に優れた学生を受け入れる目的で実施して

おり、海外帰国生を対象にしている。 

③英語運用能力特別入試 

一般入試で十分に評価できない多様な能力に優れた学生を受け入れる目的で実施して

おり、英語の運用能力が優れた者を対象にしている。 
④ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語特別入試 

一般入試で十分に評価できない多様な能力に優れた学生を受け入れる目的で実施して

おり、ドイツ語、フランス語、中国語、スペイン語の運用能力が優れた者を対象にしている。 

⑤附属高校推薦入試 

私学である本学の特性を活かし、高大接続のひとつの主要な教育理念の下に実施されて

いる。 

⑥指定校推薦入試 

高等学校における平常の学業成績に優れた学生を全国から受け入れるために実施して

いる。 

⑦スポーツ推薦入試 

学力のみならずスポーツ能力に特に優れた学生を受け入れるために実施している。 

⑧外国人留学生入試 

国際化する社会の変化に対応し、本学での学習への高い意欲と十分な学力を有する外国

人学生を受け入れるために実施している。 
 

  以上の通り、経済学部において実施する入学者選抜方法は、入学者受け入れ方針を踏まえ

た適切なものとなっている。 
 
（２）入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性（入学者選抜実施体制の適切

性、結果の公平性・妥当性を確保するシステムの導入状況） 

一般入試（大学入試センター試験利用入試を含む)については、入試管理委員会、入学セン

ターを中心とする全学的な実施体制を採っており、これと協力して経済学部からも出題委員、

採点委員を選出して実施している。具体的な入学者選抜の実施に関しては、前述の全学的な

体制の下で、入学試験毎の詳細な業務マニュアルに基づいて誤りがないように注意深く実施

されており、完全競争選抜方式により得点数の上位の者から選抜している。 
また、特別入試については、学部単位で実施しており、学部長を責任者に、学部選出の入

試管理委員を入試委員とし、入試の種類に応じて、経済学部合否決定委員会、出題委員及び

応援の試験委員（面接）という体制で実施している。入学者選抜の実施にあたっては、学部
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選出の入試管理委員が入試問題のチェック及び問題印刷の立会を行い、不正・ミスがないよ

う問題を厳正に管理しているほか、各入試の教科ごとに出題・採点委員が入試管理委員によ

り２名ずつ選出され、出題ミスや採点ミスを防ぐために相互チェックを行う体制を整えてい

る。さらに、面接審査を行う場合には面接担当教員が事前打合せを行うなどして、面接評価

基準を共有することによって、公平な審査に努めている。 

また、入試合否判定における公平性を保つための仕組みとしては、いずれの入試も合否決

定の基本方針をあらかじめ教授会にて審議し、学部として定めた方針に基づいて、合議制に

よる経済学部合否決定委員会が具体的な合否判定を行い、その結果を学部教授会に報告する

仕組みとなっている。 
入試結果の透明性を確保するための措置としては、入学試験要項、大学案内誌、本学公式

Web サイト等で志願者数・受験者数・合格者数・倍率・合格最低点をはじめとする各種入試

データを公開しているほか、一般入試、英語外部検定試験利用入試および統一入試について

は Web上で受験者の入学試験得点並びに合格最低点の開示も行っている。他方、特別入試の

スポーツ推薦入試及び指定校推薦入試については、志願者の高等学校における成績の評定平

均値を明示し、選抜の基準としている。また、特別入試の自己推薦入試、海外帰国生等特別

入試、英語運用能力特別入試、ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語特別入試では、受

験資格として公的な検定基準や能力スコア等を客観的に評価できるものを基準として指定し

ている。 
 
以上の通り、経済学部の入学者選抜実施体制は、一般入試においては入試管理委員会、特

別入試においては学部長を責任者に学部選出の入試管理委員の下に実施される体制が明確に

区別されており、適切なものとなっている。また、いずれの入学者選抜についても、志願者

が入試制度を理解できるよう詳細な説明と各種のデータや基準等を明示することで、その透

明性を確保しているといえる。入学者合否判定についても経済学部合否決定委員会を中心と

して、その公平性・妥当性を確保する適確な仕組みを持っている。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 2017年度入試（2016年度に実施）より、TOEFL、TOEIC等の英語検定試験を活用した「英

語外部検定試験利用入試」を導入する。本入試の導入について、受験生が不利益を被るこ

とのないよう周知を徹底する必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 本学公式 Web サイト上で情報を発信するだけではなく、高校訪問時や各種説明会に参

加する際に積極的に広報し、受験生に対する周知の徹底を図る。 

 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ 英語外部検定試験利用入試の導入については、Web サイト上だけでなく、高校訪問時やオ

ープンキャンパス、各種説明会を通じて教員、受験生、保護者に向け積極的に周知を行った

結果、199名の志願者を集めた。 
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【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜長所および効果が上がっている事項＞ 
〇 2017年度入試より導入した英語外部検定試験を活用した「英語外部検定試験利用入試」に

ついては、定員 20 名に対して 199 名の志願者から選抜することができたため、経済学部で

力を入れているグローバル社会で活躍できる人材の育成にあたって、その素養をもった学生

を多く入学させることができた。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 引き続き、高校訪問時やオープンキャンパス、各種説明会にて、教員、受験生、保護者に

向け積極的に周知を行い、志願者増を目指す。 
 
３．適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に

管理しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）収容定員に対する在籍学生数比率の適切性（入学定員に対する入学者数の比率を含む） 

定員管理について、2017 年度における入学定員（1,062 名）に対する入学者数の比率は、

定員管理厳格化の方針に基づき合格者数を調整した結果、0.92となった。過去５年間におけ

る同比率の平均は 1.07となっており、概ね適切なものとなっている。また、学科単位でみた

場合、2017年度における各学科の入学定員に対する入学者数比率は、経済学科：0.89、経済

情報システム学科：0.99、国際経済学科：0.90、公共・環境経済学科：0.96となった。 

また、2017年度における収容定員に対する在籍学生数比率については、1.12という状況で

あり、概ね適正な状況となっている。さらに、各学科における収容定員に対する在籍者数比

率は、経済学科：1.16、経済情報システム学科：1.08、国際経済学科：1.09、公共・環境経

済学科：1.10であり、昨年度よりも学科間のばらつきが改善された。 
 

［表６－Ⅰ－12 学生収容定員数・在籍者数比率］ 

 
 

（２）定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応の状況 

前述のように、入学定員に対する入学者数比率及び収容定員に対する在籍学生数比率のい

定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員充足率

経済学科 467 415 370 413 355 437 355 522 1,547 1,787 115.5%

経済情報システム学科 180 178 180 231 180 180 180 191 720 780 108.3%

国際経済学科 265 238 265 266 260 271 260 368 1,050 1,143 108.9%

公共・環境経済学科 150 144 150 166 150 174 150 177 600 661 110.2%

学部　計 1,062 975 965 1,076 945 1,062 945 1,258 3,917 4,371 111.6%

経済学科 370 414 355 425 355 436 355 505 1,435 1,780 124.0%
経済情報システム学科 180 234 180 180 180 154 180 196 720 764 106.1%
国際経済学科 265 269 260 276 260 307 260 365 1,045 1,217 116.5%
公共・環境経済学科 150 167 150 167 190 145 190 224 640 703 109.8%

学部　計 965 1,084 945 1,048 985 1,042 985 1,290 3,840 4,464 116.3%

経済学科 355 430 355 425 355 424 355 525 1,420 1,804 127.0%
経済情報システム学科 180 180 180 153 180 168 180 224 720 725 100.7%
国際経済学科 260 280 260 310 260 293 260 413 1,040 1,296 124.6%
公共・環境経済学科 150 167 150 135 190 188 190 217 680 707 104.0%

学部　計 945 1,057 945 1,023 985 1,073 985 1,379 3,860 4,532 117.4%

経済学科 355 429 355 416 355 441 355 458 1,420 1,744 122.8%

経済情報システム学科 180 154 180 172 180 190 180 246 720 762 105.8%

国際経済学科 260 311 260 297 260 310 260 365 1,040 1,283 123.4%

公共・環境経済学科 150 136 150 163 190 181 190 235 680 715 105.1%

学部　計 945 1,030 945 1,048 985 1,122 985 1,304 3,860 4,504 116.7%

経済学科 355 419 355 441 355 371 355 491 1,420 1,722 121.3%

経済情報システム学科 180 174 180 190 180 189 180 246 720 799 111.0%

国際経済学科 260 297 260 313 260 281 260 344 1,040 1,235 118.8%

公共・環境経済学科 150 165 150 150 190 184 190 236 680 735 108.1%

学部　計 945 1,055 945 1,094 985 1,025 985 1,317 3,860 4,491 116.3%

2013

年度 学科名
1年次 2年次

2017

計

2016

2015

2014

3年次 4年次以上



618 
第６章 学生の受け入れ 

ずれにおいても、著しい定員超過が恒常的に生じているという状況にはない。今後も受験動

向の情報収集に努めつつ、経済学部入試・広報委員会での募集定員、合否基本方針の検討を

通じ、適切な定員管理に努めていく。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜長所および効果が上がっている事項＞ 
○ 収容定員に対する在籍学生数比率については、志望順位制を導入している入試や特別

入試における学科振り分けの対応を取った結果、昨年度と比べ学科ごとのばらつきが小

さくなってきている。 

 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 昨年度、経済情報システム学科の入学者数比率は 1.00だったが、今年度については 1.3

と大幅に増加している。 

 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 収容定員に対する在籍学生数比率の適正化については、単年度のみでのばらつき解消

は難しいため、引き続き対策を行っていく。 
○ 一般入試及び大学入試センター試験利用入試については、志望順位制を導入している

ことから、学科ごとの入学者数を適切な数に調整するなどして、毎年度の入学者を適正に

管理し、以て、収容定員に対する在籍学生数の適正な管理に結びつけていく。 
 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

〇 収容定員に対する在籍学生数比率のを適正化を図るべく、志望順位制を導入している入試

での調整を行った。 

○ 志望順位制を導入している入試や特別入試において学科振り分けを行い、学科ごとの入学

者数を適切な数に調整した結果、経済情報システム学科の入学者数比率は 0.99 と適正な数

値となった。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜長所および効果が上がっている事項＞ 
○ 2016年度と比較し、学科間の定員充足率のばらつきが改善し、適正な定員管理がなされて

いる。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 引き続き志望順位制を導入している入試を中心に、学科ごとの入学者数を適切な数に調整

するなどして、毎年度の入学者を適正に管理し、以て、収容定員に対する在籍学生数の適正

な管理に結びつけていく。 
 
 
 



619 
学部における学生の受け入れ 

４．学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されて

いるかについて、定期的に検証を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生募集方法および入学者選抜方法を検証する仕組みとその実施状況（学外関係者等か

らの意見聴取を含む） 

学生募集方法を検証する仕組みとしては、学部ガイドブックや入試募集要項に受け入れ方

針等の各種情報が記載されているかどうかを、毎年複数の担当者が制作時に確認するなど、

適切な情報が志願者に提供されているかについて検証している。このほか、オープンキャン

パスや高校訪問時の学部ガイダンスで使用される PowerPoint について、受け入れ方針を盛

り込んだ雛型を用意し、説明者が誰であっても共通の内容を伝えることができるように工夫

しており、その内容についても確認・検証を行っている。 
また、入学者選抜方法の検証に関しては、当該方針に沿った充分な学力を備えた学生が受

験しているのかどうか確認するため、入試（一般・センター利用・英語外部検定試験利用・統

一）の合否決定委員会においては、毎年、合格最低点の経年変化を確認するようにしている。 
一方、公正な入学者選抜方法の検証に関して、出題については、一般入試は入試採点終了

時から次年度入試作成開始時までに、出題委員による引き継ぎが行われる際に、問題点等の

申し送りが行われる。また、入学センターから出題委員に対して前年度入試の平均点等のデ

ータが提供され、それを参考として、出題の難易度、適切度を勘案し、出題を行っている。

さらに、入学試験実施後、入試管理委員会を通じて行われる外部機関による問題検証の結果

が、出題委員に伝えられ、出題の適切性について判断の一助になっている。一方、特別入試

については、毎年出題委員、採点委員の引き継ぎが行われ、各制度の趣旨に応じた出題形式・

出題内容・出題レベルの検証を行っている。 

  学外からの意見聴取については、一般入試（大学入試センター試験利用入試を含む）終了

後、入学センターが行う学外関係者を招いての入試動向説明会や、外部関係者を対象とした

進学相談会に協力し、外部意見の聴取に努めている。さらに、経済学部進学アドバイザーや

経済学部入試・広報委員を中心に、指定校を含む全国の高等学校進路担当者との意思疎通を

行っている。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 特別入試については、全学の入試管理体制との関係が不明確な点もあり、出題について

の検証体制をどの程度整えるか、十分な検討がなされていない。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 特別入試については、全学の入試管理委員会、入試政策審議会での議論に注意しつつ、

学部長、経済学部入試管理委員、経済学部入試広報委員会が、出題についての検証体制に

ついて検討を行う。 
 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ 検討を進めているが、特別入試の出題に対する検証体制をさらに厳格化するためには、絶

対的な教員数が不足しており、対応が難しい状況である。 
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【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 特別入試の出題検証体制が整っていない。科目によっては経済学部所属の教員が数名の場

合もあり、出題担当教員以外に検証に携わる教員を確保することが難しい状況である。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 現在の教員数でより厳格な検証体制を整えるべく、学部長、入試管理委員、経済学部入試

委員会が引き続き検討を行う。 
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商学部 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

商学部のアドミッション・ポリシーは、以下の通りである。 

＜入学者受け入れの方針＞ 

○商学部の求める人材  

商学部では、教育研究上の目的を踏まえ、21世紀の社会に貢献できる優れた実地応用力と人間性を備

えた有為な人材を商学部の教育課程を通じて育成することができるように、学生として受け入れる者に

は、それにふさわしい基礎学力と学習意欲を有していることはもとより、商学部および各学科の教育目

的や教育内容についてよく理解し、商学部で学んでみたいという強い志向性や目的意識、向上心などを

有していることを望みます。このような方針に基づき、商学部の入試制度のもとで実施する各種入学試

験を経て学生を受け入れます。 

 

○入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等  

高等学校における教科をしっかり学び、基礎学力を身につけておくことが何よりも大切です。高等学

校での各教科の学習は、商学部入学後において必要となるコミュニケーション能力、論理的思考力、総

合的な判断力などの基礎となるものであり、高等学校における学習内容の十分な理解は、商学部入学後

により専門的な学習を深める上でも必要不可欠なものです。 

また、これからの 21世紀の社会では、知識が中心的な役割を果たし、知的好奇心を持って生涯にわ

たって学び続けることが重要となります。そのため、高等学校等での学習を通じて、学ぶことの面白さ

や学ぶ習慣を身につけておくことも大切です。さらに、目的意識を持って商学部に入学できるようにす

るために、商学部および各学科の教育目的や教育内容あるいはそれらに関係する各専門分野の学習内容

などを調べるとともに、併せて自分の将来の進路や職業などについて考えてみるのも必要なことです。 

 

アドミッション・ポリシーにおいては、商学部及び各学科の専門性に即した「人材像」及

び「入学前に修得しておくべき学修内容・学力水準等」を併せて明示している。これらの内

容は、適宜教授会で報告した上で、本学公式 Webサイトや受験案内に掲載し、学内外におい

て周知を図っている。 

 

【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

○ 2017 年４月 24 日付で本学入学センターから発出された「『高大接続改革への対応』に関

する入試政策審議会検討結果について」に基づき、アドミッション・ポリシーの中で各入学

者選抜において評価する項目とウエイトを明示する必要がある。 

 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

○ 2018年度入試への反映をめざし、2017年度中に入学センターから情報提供を受け、教務委

員会及び入試・広報政策委員会を経て、教授会承認を得る。 

 

２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性（各種推薦入試、

特別入試を含む） 
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①入学者選抜方法 

商学部では、受験生に対して複数の受験機会を提供し、異なった個性や能力を幅広く評

価するために、多様な入試制度を活用している。その上で、学部の教育研究の目的に相応

しい人材を確保し、適切なカリキュラムに基づいた人材育成を行うべく努めている。 

また、経営、会計、商業貿易、金融といった学科がそれぞれの特色をさらに活かすため

に、フレックス・コースとフレックス Plus 1・コースを設置している。フレックス Plus 

1・コースは、「ビジネス・イノベーション・プログラム」、「アカウンタント・プログラ

ム」、「ビジネス・コミュニケーション・プログラム」、「金融スペシャリスト・プログ

ラム」といった実務対応型の少人数プログラム科目の優先履修、外国語の１ヵ国語(８単

位)必修、奨学金の支給といった特色を有している。 

入試の方式によっては、フレックス・コースのみ募集するものもあるが、願書提出の際

に志望学科とともに選択させ、入試の成績上位者から順に選抜するかたちが基本である。

例外は「フリーメジャー・コース」であり、受験時に志望学科を選択させずに合否を判定

する。志望学科の選択は入学手続き時に行い、１年次はフレックス・コースの学科に所属

し、２年次開始前に学科、コース変更も含めて、所属を再選択させる。 

 

(ｱ)一般入試 

一般入試は、学部の専任教員が選択式と記述式の独自問題を作成する伝統的な３教科

型試験であり、入試の中核を形成する。 

試験は、経営学科及び金融学科志望者向けの試験と会計学科及び商業・貿易学科志望者

向けの試験をそれぞれ別日程で実施している。 

 

［表６－Ⅰ－13］ 

注）合否判定は、３教科３科目の合計得点（350点満点）で行う。 

「地理歴史・公民」、「数学」の受験については、事前届出制とする。 
  科目の得点は全て偏差点を使用する。 

 

なお、2018年度入試からは受験生の選択肢を増やし、また大学入試センター試験利用入

試併用方式への志願が容易となるよう、一般入試において選択科目の一つである「数学」

の時限を独立させ、４時限制を導入することとている。そのため、地理歴史・公民、数学

について２科目受験している場合は、高得点の１科目を合否判定に使用し、合否判定は従

来どおり３教科３科目の合計得点（350点満点）で行うこととなる。 

 

(ｲ)大学入試センター試験利用入試 

一般入試と大学入試センター試験の結果を合算して合否判定を行う併用方式と大学入

試センター試験の結果のみで合否判定を行う単独方式の２方式を実施している。単独方

式は、２月に合格発表を行う前期選考と３月に合格発表を行う後期選考があり、さらに前

試験  

教科 
試  験  科  目 配 点 

試  験  時  間 

第１時限 第２時限 第３時限 第 4時限 

外国語 

英語（コミュニケーション英語Ⅰ、コミ

ュニケーション英語Ⅱ、コミュニケーシ
ョン英語Ⅲ、英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） 

150点 

数学 
10:30～

11:30 

（60分） 

外国語 
12:55～

14:15 

(80分) 

国語 
14:50～

15:50 

(60分) 

地理 
歴史・ 
公民 

16:25～

17:25 

（60分） 

国語 国語総合（漢文を除く） 100点 

地理 
歴史･ 

公民･ 
数学 

世界史Ｂ、日本史Ｂ、地理Ｂ、政治・経
済、数学（数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ、数
学Ｂ<数列、ベクトル>から１科目選択 

100点 

http://www.chuo-u.ac.jp/chuo-u/commerce/b04_01_05_j.html
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期選考は４教科型と３教科型に区分される。 

私大３教科型の受験生とは異なる「総合的な学力」を持つ国公立受験者を受け入れるこ

とが、本入試制度における入学者選抜の基本方針である。 

 

a．併用方式 

一般入試と大学入試センター試験の英語と数学を利用した２教科型入試である。こ

れは、理工系の情報システム、金融工学等を目指す学生を狙ったものであり、一般入試

のいわゆる文系３教科型との差別化を図っている。 

なお、併用方式は 2018年度入試に向けて次の２点について改善を図った。 

一点目は一般入試時間割における４時限制の導入である。これまでも併用方式と一

般入試の併願は認めてきたが、併願した場合、一般入試の選択科目は自動的に「数学」

に決定していた。しかし、国公立志向の受験生は「数学」と「地理歴史・公民」の双方

を学習しているため、いずれの科目でも受験が可能である点に着目し、一般入試の時間

割において「数学」を独立させ、４時限制を導入することとした。これにより、併用方

式と一般入試の併願がこれまでより容易になり、また一般入試における受験生の選択

肢が広げられると考えられる。 

二点目は募集方式の変更である。併用方式は、近年、合格水準を引き上げたいという

思いに反して、望まれる得点者の層が薄く、学部として満足のいく合格最低点を設定で

きない状況が続いていた。この状況を改善するための方策として、2018 年度入試から

はこれまでの学科単位での募集を取り止め、併用方式Ａ・Ｂでそれぞれ 20 名ずつ「フ

リーメジャー・コース」での募集に切り替えることとした。 

 

［表６－Ⅰ－14］ 
試験 

教科 

大学入試センター試験 

試験科目 
備考 配点 個別試験 

外国語 ｢英語(リスニングを除く)｣ 

｢英語｣は筆記試
験の 200 点満点
を 100 点に換算

（リスニングテ
ストの得点は含
まない）。 

100点 

一般入試の外国語 
（コミュニケーション英語Ⅰ、

コミュニケーション英語Ⅱ、コ
ミュニケーション英語Ⅲ、英語
表現Ⅰ、英語表現Ⅱ） 

試験時間 80分 
配点 150点 

数学 
｢数学Ⅰ・数学Ａ｣、｢数学
Ⅱ・数学Ｂ｣の２科目 

 

各 100点 
２科目 

200点 

一般入試の数学 
（数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ、数
学Ｂ<数列、ベクトル> 

試験時間 60分 
配点 100点 

（注１）合否判定は、大学入試センター試験で受験した２教科３科目（300点満点）と個別試験２科目 
（250点満点）の合計得点（550点満点）で行う。 

 

b．単独方式 

大学入試センター試験利用入試、特に単独方式が一般化した現状では、国公立型受験

生のみならず、私大３教科型受験生にとっても「併願が楽になり、受験機会が増える」

というメリットをもたらしている。商学部でもそうした点を重視している一方で、幅広

い学力を持った国公立型受験生を受け入れるという本入試における入学者選抜の基本

方針は曖昧化している。 

前期選考においては３教科型と４教科型の併願が可能で、「地理歴史・公民」と「理

科」について２科目以上受験した場合はそれぞれ高得点の１科目科目を合否判定に使
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用する。 

また、後期選考の選択科目においては、「国語」、「数学」、「地理歴史・公民」及び「理

科」のうち、高得点の２教科２科目を合否判定に使用する。ただし、「地理歴史・公民」

は１教科として取り扱う。 

 

 ［表６－Ⅰ－15］ 

単独方式(前期選考・４教科型)   

試験教科 試 験 科 目 備    考 配 点 

外 国 語 

｢英語(リスニングを含む)｣、｢ドイツ

語｣、｢フランス語｣、｢中国語｣、｢韓国

語｣から 1科目選択 

｢英語｣はリスニングテストの得点を含む 250

点満点を 150 点に換算。その他の｢外国語｣は

200点満点を 150点に換算。｢英語｣について、

大学入試センターからリスニングテストの免

除を認められている場合は、筆記試験の 200点

満点を 150点に換算。 

150

点 

国  語 ｢国語｣ ｢国語｣は 200点満点を 100点に換算。 
100

点 

数  学 

｢数学Ⅰ・数学Ａ｣、｢数学Ⅱ・数学Ｂ｣

｢簿記・会計｣、｢情報関係基礎｣から 1

科目選択 

｢数学｣は２科目受験した場合は、高得点の１

科目を合否判定に使用。配点は 100 点満点を

150点に換算。 

150

点 

 地理歴史・ 

公民、理科 

地理歴史・公民(｢世界史Ｂ｣、｢日本史

Ｂ｣、｢地理Ｂ｣、｢現代社会｣、｢倫理｣、

｢政治・経済｣、｢倫理、政治・経済｣)、

理科（注１）から１科目選択 

｢地理歴史・公民｣、｢理科｣について､２科目以

上受験した場合は、｢地理歴史・公民｣および

｢理科｣のうち高得点の１科目を合否判定に使

用。 

100

点 

合否判定は、大学入試センター試験で受験した４教科４科目のうち｢外国語｣、｢国語｣、｢数学｣の３科目と、
｢地理歴史・公民｣および｢理科｣のうち高得点を得た１科目の合計得点（500点満点）で行う。 
（注１）理科は、次の基礎を付した 4科目「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」のうち

から 2科目を選択または、次の基礎を付していない 4科目「物理」、「化学」、「生物」、「地学」のうちか
ら 1科目を選択し、解答すること。また、2科目以上受験した場合は、高得点の 1科目を合否判定に使用す
る。ただし、基礎を付した科目は 2科目で 1科目として取り扱う。 

単独方式(前期選考・３教科型)   

試験教科 試 験 科 目 備    考 配 点 

外 国 語 

｢英語(リスニングを含む)｣、｢ドイツ語｣、

｢フランス語｣、｢中国語｣、｢韓国語｣から

1科目選択 

｢英語｣はリスニングテストの得点を含む

250点を 150点満点に換算。その他の｢外国

語｣は 200 点満点を 150 点に換算。｢英語｣

について、大学入試センターからリスニン

グテストの免除を認められている場合は、

筆記試験の 200点満点を 150点に換算。 

150

点 

国  語 ｢国語｣ ｢国語｣は 200点満点を 150点に換算。 
150

点 

数学、地理

歴史・公

民、 

理科 

数学（｢数学Ⅰ・数学Ａ｣、｢数学Ⅱ・数学

Ｂ｣、｢簿記・会計｣、｢情報関係基礎｣）、

地理歴史・公民(｢世界史Ｂ｣、｢日本史Ｂ｣、

｢地理Ｂ｣、｢現代社会｣、｢倫理｣、｢政治・

経済｣、｢倫理、政治・経済｣)、理科（注

１）から１科目選択 

｢数学｣、｢地理歴史・公民｣、｢理科｣につい

て、２科目以上受験した場合は、｢数学｣、

｢地理歴史・公民｣および｢理科｣のうち高得

点の１科目を合否判定に使用。配点は 100

点満点を 200点に換算。 

200

点 
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単独方式(後期選考) 

試験教科 試 験 科 目 備    考 配 点 

外 国 語 

｢英語(リスニングを含む)｣、｢ドイツ語｣、

｢フランス語｣、｢中国語｣、｢韓国語｣から

1科目選択 

｢英語｣についてはリスニングテストの得

点を含む 250点を 150点に換算し、その他

の｢外国語｣については 200点を 150点に換

算。｢英語｣について、大学入試センターか

らリスニングテストの免除を認められて

いる場合は、筆記試験の 200点を 150点に

換算。 

150

点 

国語 

数学 

地理歴史・ 

公民 

理科 

国語、数学（｢数学Ⅰ・数学Ａ｣、｢数学Ⅱ・

数学Ｂ｣、｢簿記・会計｣、｢情報関係基礎｣）、

地理歴史・公民（｢世界史Ｂ｣、｢日本史Ｂ｣、

｢地理Ｂ｣、｢現代社会｣、｢倫理｣、｢政治・

経済｣、｢倫理、政治・経済｣）、理科（注

１）から２教科２科目選択 

｢国語｣、｢数学｣、｢地理歴史・公民｣、｢理科｣

について、２教科３科目以上受験した場合

は｢国語｣、｢数学｣、｢地理歴史・公民｣およ

び｢理科｣のうち高得点の２教科２科目を

合否判定に使用。｢国語｣は200点満点を100

点に換算。 

各100点 

２教科 

２科目 

200点 

合否判定は、大学入試センター試験で受験した３教科３科目のうち｢外国語｣と、｢国語｣、｢数学｣、｢地理歴

史・公民｣および｢理科｣のうち高得点を得た２教科２科目の合計得点（350点満点）で行う（｢地理歴史・公民｣
は合わせて１教科として取り扱う）。 
 

（注１）理科は、次の基礎を付した 4科目「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学基礎」のうち
から 2科目を選択または、次の基礎を付していない 4科目「物理」、「化学」、「生物」、「地学」のうちか
ら 1科目を選択し、解答すること。また、2科目以上受験した場合は、高得点の 1科目を合否判定に使用す

る。ただし、基礎を付した科目は 2科目で 1科目として取り扱う。 

 

(ｳ)統一入試 

本学を第一志望とする受験生の学部併願を容易にし、受験の機会を増やすために、法学

部、経済学部、商学部、文学部、総合政策学部で統一入試を実施している。本学の専任教

員が独自問題を作成することで、大学入試センター試験との差別化を図っている。商学部

は３教科３科目型で「フリーメジャー・コース」での募集を行っている。 

 

 ［表６－Ⅰ－16］ 

試験教科 試  験  科  目 配 点 
試  験  時  間 

第１時限 第２時限 第３時限 第４時限 

外 国 語 

英語（コミュニケーション英語
Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、

コミュニケーション英語Ⅲ、英語
表現Ⅰ、英語表現） 

150 点 地理 

歴史・ 
公民 

10:30～

11:30 

（60分） 

外国語 
12:55～

14:15 

(80分) 

国語 
14:50～

15:50 

(60分) 

数学 
16:25～

17:25 

（60分） 
国    語 国語総合（漢文を除く） 100 点 

地理 
歴史･公民・
数学 

世界史Ｂ、日本史Ｂ、政治・経済、
数学（数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ａ、数

学Ｂ<数列、ベクトル>から１科目選
択 

100 点 

注）地理歴史・公民、数学について２科目受験している場合は、高得点の１科目を合否判定に使用する。 
  合否判定は３教科３科目の合計得点（350点満点）で行う。 
  合否判定には原則として偏差点を使用する。 

 

(ｴ)特別入試 

特別入試の趣旨は、筆記試験のみでなく、面接、小論文、書類審査等の方式によって、

一般入試や大学入試センター試験利用入試との差別化を図り、受験生の個性、能力、実績

を幅広く評価することである。 

 

a．海外帰国生等特別入学試験 

グロ－バル時代において、保護者の海外赴任に同行した・あるいは自主的に留学した

経験を持つ受験生は増加している。そうした状況を考慮し、帰国生の外国語能力や異文
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化経験を評価し、受け入れてきたが、本入試による入学者の学修状況が芳しくないこと、

外国での学修経験を有する受験生の多くは、他の特別入試（英語運用能力特別入学試験、

ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語特別入学試験）により受験可能であること

などから、2017年度入試（2016年 10月実施）をもって募集を停止した。 

 

b．英語運用能力特別入学試験 

2002年度に導入し、海外帰国生等特別入学試験との併願は不可とした上で、海外在留・

留学の経験はないが、英語運用能力の高い受験生を受け入れている。TOEIC（L&R）、TOEFL、

IELTS、実用英語技能検定試験（英検）、国際連合公用語英語検定試験（国連英検）、TEAP

（2015年度入試から追加）のいずれかで基準を満たしている者に、国語(小論文)と面接

の試験を課している。 

 

c．ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語特別入学試験 

2003年度に導入し、英語を第一外国語とした場合の第二外国語について運用能力の高

い受験生を受け入れている。具体的には、ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語

のいずれかの言語について、外部機関が実施した語学能力試験において一定の基準を満

たしているものに国語（小論文）、外国語、面接の試験を課している。 

 

d．社会人・社会人編入学試験 

生涯教育の重要性を認識し、社会的要請に応えるべく、強い向学心を持ち、社会・人

生経験豊かな受験生を受け入れている。 

出願資格の「21歳に達した者で、民間企業ないし政府機関・自治体等にフルタイム（パ

ート、アルバイトを除く）で１年以上継続して在職している者、または在職していた者」

に、「23歳に達した者」を追加しているのは、専業主婦にも門戸を開くためである。 

また、「社会人」向けの「編入学試験」を実施し、フレックス・コースの３年次から

受け入れている。 社会人編入学は社会人入学試験と同様の趣旨で、「25歳に達した者」

という出願資格を追加している。 

 

e．スポーツ推薦入学試験 

「入学後は本学学友会体育連盟の各部に所属し、希望する競技を継続する意志が強く、

かつ本学への入学を第１志望とする者」を受け入れ、文武両道を実践する場を提供して

いる。中央大学スポーツ能力に優れた者の資料点検等委員会による競技能力・実績の判

定を経て、小論文と面接によって、基礎学力や志望動機を審査している。日本語作文力、

面接態度等に著しく問題がある場合は不合格としている。 

 

ｆ．外国人留学生試験 

国際交流の機会を拡大し、グローバル人材の育成に貢献するために、外国人留学生を

受け入れている。 

Ａ方式とＢ方式の２方式（併願可能）があり、各学科フレックス・コースのみの募集

で募集人員はＡ・Ｂ両方式合わせて 35名である。Ａ方式は、独立行政法人日本学生支援

機構の「日本留学試験」(第１回または第２回)の「日本語」と、学部の筆記試験(小論文、

英語)及び面接(筆記試験合格者のみ)、Ｂ方式は「日本留学試験」の「日本語」、「総合科
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目」、「数学」(コース１または２)のほか、書類審査を行っている。また、Ｂ方式の「日

本留学試験」が日本語出題の場合は、TOEFL430(CBT117、iBT39)、TOEIC（L&R）470(IPを

除く)、IELTS(academic module)4.5以上を要件とする。なお、｢日本留学試験｣を実施し

ていない国・地域在住者に限り、独立行政法人国際交流基金と公益財団法人日本国際教

育支援協会が実施する「日本語能力試験」のＮ１合格を「日本留学試験」の代替として

認めている。 

本試験では、日本語力と基礎学力の基準をクリアした上での受入れを行っているもの

の、特に専門性の高い科目を日本語で履修する際には支障が生じている。また、入学後

の学習意欲の有無が単位修得に大きく影響している。 

 

ｇ．学校推薦入学（指定校制） 

本学では指定校制を採っており、高等学校長の推薦に基づいた受入れを行っている。

商学部は普通高校と商業高校に対して、第３学年１学期(２学期制の場合は前期)までの

全体評定平均値と外国語の評定平均値を出願資格として以下のように定めている。選考

は、グループディスカッション形式の面接を実施し、「高等学校長の推薦を尊重し、特別

な場合を除き、原則として合格」としている。また、フレックス Plus 1・コース志望者

のみ英語の筆記試験を課し、合格水準に達していない場合は、フレックス・コースでの

合格としている。 

 

［表６－Ⅰ－17］ 

普通高校 

 全体評定平均値 外国語評定平均値 

フレックス 4.0以上 4.0以上 

フレックス Plus 1 4.3以上 4.3以上 

 

商業高校 

 全体評定平均値 外国語評定平均値 

フレックス 4.2以上 4.2以上 

フレックス Plus 1 4.5以
上 4.5以上 

 

ｈ．附属高校推薦入学 

中央大学附属高等学校、中央大学杉並高等学校、中央大学高等学校、中央大学附属横

浜高等学校の学校長からの推薦に応じて、学部への受入れを協議・決定する。 

各高校における推薦順位は志願者の志望学部・学科、学業成績、特別活動、出席、資

格などに基づき総合的に判断される。商学部は「②学生募集方法」の（ｴ）で言及する「高

大一貫」が形骸化しないよう注意を払っている。 

 

i．岐阜アカウンティング（GA）プログラム入試 

「岐阜アカウンティング(GA) プログラム」は高大接続型の特別入試である。GA プロ

グラムでは、科目等履修生制度を利用して学部教員が岐阜県立岐阜商業高等学校へ出張

し、公認会計士育成のための会計ゼミを実施し、評定平均・ゼミの成績、簿記検定の結

果を含む書類審査、面接により入学合否を判定する。入学後は２年次から「アカウンタン
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ト・プログラム」で公認会計士試験合格を目指す。GA プログラムは公認会計士試験の現

役合格者を輩出に大きく寄与している。 

 

j．全国商業高等学校長協会推薦入試 

2003年度より実施しており、全国商業高等学校長協会推薦書、校長推薦書、エントリ

ーシート、調査書を審査の上、面接を課している。 

 

②学生募集方法 

学生募集に際しては、高校生、受験生、保護者、高校、予備校に対して、アクセスのし

やすさや内容のわかりやすさを考慮した上で、全学、学部別の関連情報を様々な媒体や形

式で提供している。また、一方通行的な情報提供に留まらず、問い合わせやフィードバッ

クには的確な対応を行い、情報収集にも努めている。商学部の教育研究の目的やカリキュ

ラム内容を模擬授業や出張講義で実体験してもらう催しやプログラムも実施している。 

なお、広報・募集活動全体については、入試制度やカリキュラム等の情報を効果的かつ

迅速に提供するための体制や戦略をさらに強化することが課題となっている。 

 

(ｱ)本学公式 Webサイト 

最もアクセスしやすいという点で、Webサイト上での情報提示、E-mailによるコメン

トや質問回答は必須であり、本学も力を入れている。 

また、バナーの「中央大学で学びたい方へ」から「入試関連情報」に入ると、学部・

学科情報、入試関連情報を入手できる。このほか、中央大学受験生ナビ Connect Webで

は、卒業生や学生インタビューを掲載した Webマガジンを発信している。 

 

(ｲ)冊子媒体 

学部ガイドブック、大学案内誌（Web 上にも掲載）は、資料請求に応じて無料配布し

ている。「入学試験受験案内(募集要項)」は有料であるが、オープンキャンパス、進学相

談会の参加者がアンケートに回答した場合は、11月下旬に無料で郵送している。特別入

試については、2013 年度から本学公式 Web サイトで無料ダウンロード配布としている。 

 

(ｳ)オープンキャンパス 

文系学部のオープンキャンパスは、2016年７月 24日（日）と８月 19日（金）の２日

間を利用して実施した。「総合ガイダンス」(50分)、「入試ガイダンス」(30分)、「学部

別ガイダンス」(30 分)、「個別相談」、「キャンパスツアー」(40 分)、「学生企画(ゼミ、

サークル紹介等)」、「学部別模擬授業」(40分)、「学部独自プログラム」（40分）と充実

している。また、参加者の便宜を考慮して、開始時刻を変えて、ガイダンスは３回、模

擬授業は２回、キャンパスツアーは複数回と繰り返し実施している。さらに、秋の白門

祭(大学祭)期間中のミニオープンキャンパスでも、進路相談コーナー、大学紹介 VTR上

映、資料配布、ガイダンスを実施している。 

 

(ｴ)体験授業、ゼミ、出張講義 

2004年度文部科学省「特色ある大学教育支援プログラム」（特色 GP）に採択された「実

学理念に基づく高大接続教育の展開」において、「高大連携」、「高大接続」、「高大一貫」
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を柱とし、今日まで、体験授業、ゼミ、出張講義を継続している。高校・大学間の教育

上のギャップを埋め、商学部の教育研究の目標、特色をより具体的に伝えることで、そ

れに相応しい人材を確保できる。 

「高大連携」は、2001年度から「Higher Educationチャレンジ・プログラム」を実施

している。協定校を対象に外国語・ゼミを除く１・２年次講義科目の履修を許可し、入

学後に単位認定する。 

「高大接続」は、現在、2003 年度から実施している「岐阜アカウンティング(GA) プ

ログラム」である。［詳細は①（ｴ）特別入試 iを参照］。 

また、2012年度からは長野県長野商業高等学校（以下「長野商業高校」という）の依

頼で「高大接続」の準備段階として、同校へ継続的に体験授業を提供している。2014年

12 月 22 日には、これまでの実績に鑑み、より検討を深めるために「中央大学商学部と

長野県長野商業高等学校の連携に関する協定書」を締結した。 

2003年度から実施している「高大一貫」の事業では、本学附属の高校へ、総合講座を

提供し、入学後に単位認定している。2016 年度は 2015 年度に引き続き「総合講座グロ

ーバル・コンパス４」を、そして、2017 年春学期は新たに「商学部メジャー探検講座」

を提供した。 

なお、出張講義については、入学センターの方針の下で実施している。 
 

 (ｵ)附属の高校との懇談会、出張説明会 

附属の高校からの推薦入学を円滑に実施するために、高校側とは定期的に協議・懇談

の機会を持っている。さらに、専任教職員が出張し、模擬授業や学科・カリキュラムの

説明会も実施している。 

 

(ｶ)高校訪問 

学部単独の学校訪問は実施していないが、入学センターに進学アドバイザーとして登

録している職員が高校訪問や予備校訪問、進学相談会等の活動を行っている。 

 

(ｷ)高校教員、予備校対象の説明会 

年１回、多摩・後楽園両キャンパスにおいて、高校教員や予備校対象の進学説明会を

実施している。 

 

(ｸ)学外進学相談会 

毎年５月から 12 月にかけて、全国都道府県の主要都市で学外進学相談会を実施して

いる。2016年度は商学部事務室職員が分担して合計 31回出張した。 

 

（２）入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性（入学者選抜実施体制の適切

性、結果の公平性・妥当性を確保するシステムの導入状況） 

入試の合否判定は、学部長を委員長とした商学部入学試験合否決定委員会で行われる。委

員の構成は、学部長（委員長）、教務委員、部会委員長、各入試の面接委員となっている。 

一般入試、統一入試では、選択科目間で難易度に差が生じる可能性を考慮した偏差点換算

を適用し、調整を行っている。また、地方会場を設置し、本学公式 Webサイト上で出題範囲、

志願者数、合格者数、倍率を公表することによって、受験機会の公平性と選抜の透明性に努
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めている。 

特別入試の書類選考・面接審査では、専任教員２～３名のチームが受験生１名を担当し、

その判定結果を商学部合否決定委員会で丁寧に審議するなど、公平性や妥当性の確保に努め

ている。特別入試についても、試験実施後、著作権の二次利用申請を済ませた上で、筆記試

験の問題を公開し、透明性を高めている。 

また、入学後も得点分布・歩留り率等の結果分析や GPA・活動実績の追跡調査を行い、特

に特別入試では次年度以降の出願資格や合否判定基準の検討に繋げている。 

 

参 考 

【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

○ 外国人留学生試験においては、日本語力と基礎学力の基準をクリアした上での受入れ

を行っているものの、特に専門性の高い科目についてはより高度な日本語能力が必要と

なるため、選抜方法に工夫が必要である。 

 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

○ 外国人留学生試験においては、独立行政法人日本学生支援機構「日本留学試験」におけ

る「日本語」、「総合科目」、「数学」、学部の筆記試験(小論文、英語)及び面接、書類審査

など、多様な選抜方法を組み合わせることにより、適切な入試方法を検討していく。 

 

【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ 外国人留学生入試は、志願者数が大きく変動することが多い。2017年度入試においては前

年度比でＡ方式-49名、Ｂ方式-16名、合計-65名であったが、「日本留学試験」における「日

本語」、「総合科目」、「数学」、学部の筆記試験(小論文、英語)及び面接、書類審査を行うこと

で求める入学水準に達している学生を適正数確保するという目的は達成できた。ただし、新

入生の学力及び日本語運用能力の水準については、成績の追跡調査を行い引き続き検証する

必要がある。 

 

【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

〇 入学定員の厳格化について対応しつつ、各入試において適正な合格水準を安定的に持続さ

せる必要がある。 

 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

〇 合否委員会において、データの積み上げ、学生の追跡調査及び厳密な入試動向分析に基づ

き、合否判定ならびに歩留まり予測を行い、2018年度においても各学科で適正な定員管理を

図る。 

 

３．適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に

管理しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 
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（１）収容定員に対する在籍学生数比率の適切性（入学定員に対する入学者数の比率を含む） 

商学部は 2017年に収容定員を変更し、経営学科 350名、会計学科 367名、商業・貿易学科

323名、金融学科 130名の合計 1,170名とした。 

なお、2017年５月１日現在の在籍者数は下表の通りである。 
 

 ［表６－Ⅰ－18学科別の入学定員・在籍数・比率］ 

学科 
入学 

定員 

1年次 2年次 3年次 4年次 全体 

在籍数 比率 在籍数 比率 在籍数 比率 在籍数 比率 総定員 在籍数 比率 

経営 350 368 1.05 361 1.13 359 1.12 365 1.14 1,310 1,453 1.11 

会計 367 367 1.00 362 0.99 366 0.99 373 1.02 1,468 1,468 1.00 

商業・

貿易 
323 295 0.91 307 1.04 351 1.19 338 1.15 1,208 1,291 1.07 

金融 130 132 1.02 142 1.09 141 1.08 117 0.90 520 532 1.02 

計 1,170 1,162 0.99 1,172 1.05 1,217 1.09 1,193 1.07 4,506 4,744 1.05 

※５年次以上の在籍者数は含めていない。また、２～４年次の入学定員は、経営 320名、会計 367名、商業・
貿易 295名、金融 130名、合計 1,112名である。 

 

学科・学年別に見ると、定員に対する在籍者比率が 1.0倍を下回っている学科・学年が確

認できるが、学部全体としては 1.05倍となっており、概ね適正な定員管理がなされている。 

しかし、各学科の定員に対する在籍学生数比については、志願者数と学力レベルが異なる

ため、差が見られる。これは、一般入試及び大学入試センター試験利用入試の合否判定にお

いて志望順位制を用い、できる限り、合格基準点に格差が生じないよう配慮していることに

起因する。今後は、2015年度に実施したカリキュラム改正の検証と入試制度の改正を継続的

に連動させることで学科間格差の是正を図りたい。 
 

（２）定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応の状況 

該当しない。 
 

参 考 

【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 

＜長所および効果が上がっている事項＞ 

○ データの積み上げと厳密な入学手続き動向分析に基づいて歩留まり予測を行うこと

で、2016年度においても各学科で適正な定員管理ができている。 
 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

○ 定員に対する在籍学生数比だけを比較すれば、各学科での大きな差はないが、実際には

学科ごとに志願者数と学力レベルが異なるため、入学手続き動向にも学科間で顕著な違

いが現れている。また、一般入試と大学入試センター試験利用入試においては、志望順位

制による合否判定のため、入学時のモチベーション等、質的な違いが学科間で生じている。 
 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

○ 学科間の格差を是正し、優れた受験生を受け入れることを期待し、2018 年度入試に向

け、フリーメジャーによる募集定員の変更、学科ごとの募集定員の変更、一般入試におけ

る受験科目の変更（数学と地歴・公民とを受験できるようにする）等を検討している。 
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【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ フリーメジャー・コースによる募集定員の拡大（2018年度大学入試センター試験利用入試

併用方式での募集開始［募集人員 40 名］）、一般入試における受験科目の変更（2018 年度入

試から「数学」の試験時間を独立させ、４時限制を導入）など、2016年度に検討していた対

策は全て実行段階に移行している。 

 

【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

○ 定員に対する在籍学生数比だけを比較すれば、各学科での大きな差はないが、実際には学

科ごとに志願者数と学力レベルが異なるため、入学手続き動向にも学科間で顕著な違いが現

れている。また、一般入試と大学入試センター試験利用入試においては、志望順位制による

合否判定のため、入学時のモチベーション等、質的な違いが学科間で生じている。 

 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

○ 教務委員会及び入試・広報政策委員会において 2019 年度に向けて定員の再配分を検討す

る。また、併せて学生のモティベーションアップに有効と思われるフリーメジャー・コース

による募集定員の拡大も検討する。 

 

４．学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されて

いるかについて、定期的に検証を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生募集方法および入学者選抜方法を検証する仕組みとその実施状況（学外関係者等か

らの意見聴取を含む） 

各入試制度については、合否決定委員会の度に当該年度の状況・結果分析について委員か

ら意見を聴取している。また、入試・広報政策委員会においても年度末または新年度はじめ

に当該年度の入試について総括を行っている。近年、これらの検証によって制度変更を行っ

た事例としては、編入学試験(一般)の廃止と編入学試験（社会人）の社会人入試との統合（2016

年度入試から）、海外帰国生入試の募集停止（2017年度入試をもって募集停止）、2018年度入

試の一般入試における４時限制の導入（「数学」の試験時間の独立）、大学入試センター試験

利用入試併用方式でのフリーメジャー・コースでの募集開始などが挙げられる。 

学外からは、予備校関係者を招いた入試分析の講演を定期的に開催しており、2016年度は

入学センター主催のものに加え、2016 年７月 20 日に駿台教育研究所事務長の涌井宣行氏を

招聘し、商学部独自の入試分析講演会を実施した。同様に、附属の高校関係者との懇談や岐

阜商業高等学校及び長野商業高等学校関係者との打ち合わせ等を通じて学生募集方法及び入

学者選抜方法について意見交換を行っている。 

選抜方法の妥当性を検証するに当たっては、入学後の学修状況等の追跡調査が充分でない

という課題を有している。今後は、教務委員会を中心に在籍者の学修・就職状況などについ

て追跡調査を行い、その後、入試・広報政策委員会、カリキュラム委員会及び FD委員会等の

関連委員会において展開し、選抜方法の妥当性や教育効果等を検証する。その結果に加え、

高校や関連機関への訪問・ヒアリング調査の回数を増やし、入試・広報政策委員会で募集・

選抜方法の改善を図ることを企図している。 
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参 考 

【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 

＜長所および効果が上がっている事項＞ 

○ 高等学校長、進路指導部教員、予備校関係者、東京都教育庁職員等、大学入試に関わる

様々な関係者と定期的かつ継続して情報・意見交換を行うことで、今般の受験生の気質や

動向が確認できている。とりわけ特別入試を検証する上では有効であり、重要な機会とな

っている。 

 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

○ 個々の入学者に対する詳細で継続的かつ体系的な追跡調査が実施できていないため、

学生募集方法及び入学者選抜方法の妥当性や教育効果について充分把握できているとは

言い難い。 

 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

○ 高校や関連機関への訪問・ヒアリング調査の回数を増やし、入試・広報政策委員会で募

集・選抜方法の改善を図る。 

 

【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

○ 入学定員の厳格化や収容定員の変更など学部全体に関わる大きな変更の対応に追われたた

め、学生募集方法及び入学者選抜方法の妥当性に関する検証は、併用方式でのフリーメジャ

ー・コースでの募集に係る事項等、部分的なものとなっている。 

 また、拡大教務委員会において指定校へのアンケート実施等検討を行ったが、実施には至

らなかった。 

 

【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 

○ 個々の入学者に対する追跡調査が部分的なものとなり、学生募集方法及び入学者選抜方法

の妥当性や教育効果について充分検証できているとは言い難い。 

 

＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 

○ 学生募集方法及び入学者選抜方法に関する改善点を抽出し、教務委員会及び入試・広報政

策委員会で募集・選抜方法の改善を図る。 

また、必要に応じて高校や関連機関への訪問・ヒアリング調査を行う。 

  



634 
第６章 学生の受け入れ 

理工学部 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

学部の理念・目的、教育目標をアドミッション・ポリシーとして表現し、履修要項、入学

試験要項及び本学公式 Webサイト等を通じて大学構成員及び受験生だけでなく、社会に対し

て広く公開している。具体的なアドミッション・ポリシーの内容は以下の通り。 

 

＜入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）＞ 

理工学部では、理学並びに工学の分野に関する理論及び諸現象にかかる教育研究を行うことにより、確

実な知識と応用力を身につけ、新しい課題への果敢な挑戦力と組織をまとめる卓越した交渉力を持ち、人

類共有の知的資産たる科学技術を継承し、自らの発見の成果発表を通じて積極的に社会貢献できる人材を

養成することを目的としています。この目的を達成するために、以下の資質を有する人材を多様な入試形

態により受け入れます。 

 

・基本的な知識・基礎学力を有する人 

高等学校普通科の課程全般の内容を幅広くかつ十分に理解をしていることが必要です。特に、理工

学部で学ぶためには数学・理科・英語についての基礎学力が必要です。 

・問題解決のための思考力・分析力・表現力の基礎を身につけている人 

新しい課題や問題に直面した際、時間がかかっても物事を筋道立てて考えるためには、論理的な思

考力と分析力を身につけていることが必要です。また、自分の考えた内容について他者に理解して

もらうためには表現力が必要です。 

・他者と協働するためのコミュニケーション力を身につけている人 

他者と協働して効果的に学修に取り組むためには、一定水準以上のコミュニケーション力と組織的

行動能力が必要です。 

・大学での学修に対してモチベーションの高い人 

大学での学修に主体的に取り組むためには、志願する学問分野への強い興味と勉学意欲を持つこと

が求められます。 

 

 大学で効果的な学修を進めるためには、多様な資質を有する学生が互いに協働しつつ切磋琢磨すること

が重要です。このため、理工学部では下記のように多様な入試形態を設け、それぞれの入試形態ごとに特

徴のある人材を受け入れます。 

 

・一般入試：基礎学力（数・理・英）が高く、思考力・分析力を有する人を選抜します。 

・センター試験利用入試単独方式：十分な基礎学力と思考力・分析力を有する人を選抜します。 

・センター試験利用入試併用方式（理数選抜入試）：基礎学力が高く、特に理数科目について優れた思

考力・表現力を有する人を選抜します。 

・自己推薦入学試験・海外帰国生等特別入学試験：基礎学力を有し、優れたコミュニケーション能力と

積極的な行動力とを重視し選抜します。また、海外における教育・異文化体験を経験し、専門分野へ

の高い好奇心、語学力、国際理解を持ち、グローバルに活躍できる人材を選抜します。 

・指定校推薦入学試験：高等学校長による推薦者で、基礎学力とコミュニケーション力を有し、学ぶ意

欲の高い人を選抜します。 

・スポーツ推薦入学試験：基礎学力を備え、スポーツの分野で卓越した能力を有し、本学において学業

とスポーツを両立させる意欲の高い人を選抜します。 

・外国人留学生入学試験：基礎学力を有し、国際交流を促進し、高い志を持った国際的な人材を選抜し

ます。 

・附属高校推薦入試：基礎学力を有し、高大連携活動により本学での学ぶ意欲の高い人を選抜します。 

・編入学試験：一分野の学問基礎を固めたうえで、他分野の学問体系、または同じ分野のさらに高度な

内容を学ぼうとする意欲の高い人を選抜します。 
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以上のようにアドミッション・ポリシーは、本学の「質実剛健」の気概と「家族的情味」

の人間性（ヒューマニティ）を兼ね備えた、有為な人材を育成するという建学の精神に即し

た実学重視教育の目指すところに基づいており、理工学部の理念・目的、教育目標を実現す

るものとして、適切な受け入れ方針となっている。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 理工学部として、受け入れ方針を示しているが、学科ごとの違いや特色がわかりにくい

という指摘もある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 学部の三つのポリシー（ディプロマ、カリキュラム、アドミッション）の見直しに着手

している。理工学部及び各学科で検討しているところである。 
 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

〇 2016 年度に、理工学部の三つのポリシー（ディプロマ、カリキュラム、アドミッション）

の見直しと整理を行い、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを学科ごとに策定

したことにより、各学科の特徴を示すことができた。また、アドミッション・ポリシーにつ

いても、受入れ方針をより明確化することができた。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜長所および効果が上がっている事項＞ 
〇 2016年度に着手した三つのポリシーの見直しにより、入試形態ごとの特徴が、アドミッシ

ョン・ポリシーによって明確化された。 

 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
〇 入試形態ごとの特徴が、アドミッション・ポリシーによって明確化された。今後は、それ

ぞれの特徴・違いを客観的に示すことができるよう、引き続き検討をすることとしたい。 
 
２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性（各種推薦入試、

特別入試を含む） 

１）学生募集の方法について 

理工学部で行われている研究・教育の内容を受験生に知ってもらい、その上で本学を第

一志望としてもらうこと、入試方法（特に特別入試）に関して正しい情報を提供し、不公

平のないようにすることを心掛け、以下のような募集活動を行っている。また、理工学部

では入学時より学科に分かれ、それぞれの専門性が高いため、高校生が興味を持っている

内容と学科が用意しているカリキュラム及び研究内容との不整合がないように、オープン

キャンパスや進学説明会等の会場で、具体的な研究テーマを丁寧に説明するようにしている。 
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①オープンキャンパス 
高校生の夏休み期間中を利用して、入学センターが主体となり、志願者及び父母を主

たる対象としたオープンキャンパスを後楽園キャンパス及び多摩キャンパスにおいて

開催している。2016年度は、後楽園キャンパス２日間の開催で、高校生 7,593人、保護

者 2,558人の参加を得ている。 

オープンキャンパスでは、入試制度に関する説明を行う「入試ガイダンス」のほか、

学部別ガイダンス、模擬授業、研究室公開、キャンパスツアー（施設見学）、在学生・教

職員による相談コーナーを設けており、直接、各キャンパスへ足を運んでもらうことで、

各種パンフレットや Webサイトを通じた情報のみならず、本学の学生・教職員やキャン

パスの雰囲気を感じ、在学生の意見やアドバイスなどの生の声に触れる機会として、大

変好評を得ている。 

オープンキャンパスは、本学教職員は勿論のこと、在学生の多大なる協力を得て実施す

る重要な学生募集活動のひとつとなっている。とりわけ、理工学部は卒業研究、博士前期

課程の学生による研究活動が盛んであることを特徴としているため、オープンキャンパ

スにおいても「研究室公開」に力を入れており、約 100ある研究室の 90％以上がこれに

参加し、大学各研究室の研究風景やテーマを自由に見て、聞いて、実際に体験してもら

う機会を提供している。この他にも、大学祭にあたる「白門祭」期間中（例年 11月上旬

ごろ）には、後楽園キャンパスでは研究室公開と、進学相談コーナーを設置し、夏のオ

ープンキャンパスに参加した受験生へのより深い情報提供と、次年度以降の受験生にキ

ャンパス訪問の機会を提供している。 

オープンキャンパスについては、他大の開催日程やそれにかかる費用、教職員や在学

生への負担を考えて、2016年度は連続した日程で２日間開催している。オープンキャン

パスや後述の④にも示した「高校教員向け進学説明会」等の本学キャンパスを利用した

公開説明会は年々盛んになっており、これらにおける参加者の合計は理工学部キャンパ

ス実施分だけでも 10,330 人となっており、各大学が合同で開催する学外進学相談会と

ともに、各種相談会を利用した情報収集と相談ニーズはなお増加傾向にある。 
 

［表６－Ⅰ－19 高校教員対象進学説明会、オープンキャンパス 
               （後楽園キャンパス開催分）参加者数］ 

2015 
年度 

 高校教員対象 オープンキャンパス 
期日 6月 20日（土） 8月 8日（土） 8月 9日（日） 合計 

受験生  3,928 4,093 8,021 

父母  1,002 1,386 2,388 

高校教員 195   195 

計 195 4,930 5,479 10,604 

2016 
年度 

 高校教員対象 オープンキャンパス 

期日 6月 4日（土） 8月 6日（土） 8月 7日（日） 合計 

受験生  3,747 3,846 7,593 

父母  1,262 1,296 2,558 

高校教員 179   179 

計 179 5,009 5,142 1,033 

 
②訪問授業 
本学では、理工学部を含めた全学の専任教員が高等学校の依頼に基づき高校を訪問し

て授業を実施する「訪問授業」を行っている。その内容は直接的な大学の宣伝ではなく、
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理工学部で行っている研究、技術開発をわかりやすく紹介するように心がけている。こ

れによって、高校生が理工系分野のおもしろさを知り、生徒自身の潜在的な興味を少し

でも引き出し、また、大学での研究と高校で学ぶ教科との繋がりに触れてもらうことに

よって、理工系の学部への進学を促すことをねらっている。 

なお、これまでの実施回数は、2012年度は４回、2013年度は６回、2014年度は４回、

2015年度は５回、2016年度は６回となっている。 
 

③サイエンスセミナー 

理工学部では、中学生・高校生に対し、理科のおもしろさを知ってもらうための企画

として 2004年度から「中央大学サイエンスセミナー」を夏休み時期に開催している。参

加者は、本学教員指導の下で、実験を通して最先端の科学やテクノロジーについて体感

することができる。 

2016 年度には、10 テーマ（10 研究室）を準備して、申し込み者 272 名に対し抽選を

行い、中学生 41 名、高校生 55 名、合計 96 名の参加を得ている。2016 年に開催したテ

ーマは以下の通りである。 

 

Ａコース：「見えない宇宙からの信号を捉えよう！」 

Ｂコース：「３次元の都市空間を創りバーチャルリアリティを体験しよう！」 

Ｃコース：「CAD－コンピュータでものづくり」 

Ｄコース：「ロボット工学を応用した福祉機器を体験してみよう」 

Ｅコース：「DNAとタンパク質を合成してみよう」 

Ｆコース：「人間の感性を測ってみよう」 

Ｇコース：「三角形は四角形より丈夫？」 

Ｈコース：「いきものを動かすエネルギー「ATP」」 

Ｉコース：「生活習慣を測る－疾病予防と疫学」 

Ｊコース：「脳はうそつき」 

 

また、各コースの実験終了後には各指導教員とともに懇親会が設けられており、参加

者へは修了証書が授与されることとなっている。 
 

④高校教員向け進学説明会 

本学では、①で前述したオープンキャンパスのほか、全国各地の受験生・ご父母の方々

へ本学の教育内容に対する理解を促進することを目的に、学外で行われる進学相談会等

に参加している。それだけではなく、高校教員及び予備校関係者を対象とした本学独自

の進学説明会を後楽園キャンパスと多摩キャンパスにおいて、それぞれ年１回開催して

いる。当該説明会においては、本学の近況及び入試制度・方法の説明、入試相談会等を

行っている。2016年度の参加者は後楽園キャンパスで 179名である。 
 

⑤進学アドバイザー 

本学では、学生募集活動委員会の下に、進学希望者やその関係者及び関係機関への情

報提供に従事する進学アドバイザー（学生募集専門員）を置き、学外進学相談会、高等

学校での説明会・講演会、予備校での説明会・講演会に参加して、講師・個別相談員と
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して本学受験希望者へ適切な助言を行っている。また、進学アドバイザーは、高等学校

及び予備校への訪問を通じて各校の進路指導の現状や進学状況等に関する情報を収集

する役割も担っている。 
 

⑥附属高校との連携 

本学では、本学の附属高校の４校との連携取組みの一環として、各高校に対して各学

部からの訪問授業を数多く行っている。2012 年度からは、新たに附属中学校の体験実

験教室（プロジェクトインサイエンス）の実施に協力している。今後は中央大学附属横

浜中学校・高等学校との連携についても検討を進める予定である。また附属高校との連

絡懇談会の議論によって、附属高校からの進学者が自分に相応しい学部選択ができるよ

うに、2014 年度からは附属高校での出張講義等のほかに、附属高校の学生のためのオ

ープンキャンパスを別途開催し、その効果が期待されている。2016 年度より中央大学

附属高等学校と高大連携企画の一環として、大学授業聴講、附属生への卒業論文アドバ

イス、附属生の卒業論文発表会の一連する３つの企画について協力している。附属生の

科学的探究心を高めるなど教育効果の面で期待ができることから、中央大学附属高等学

校は SSH（スーパー・サイエンス・ハイスクール）申請に向け準備を行っており、本企

画について理工学部と附属校の双方で意見交換を継続して行っている。 

 

⑦学部ガイドブックなどの印刷物、Webによる広報 

既述の対面を前提とした活動において、通常の学生募集に加えて、理工系の勉強に興

味を持たせること、入学時におけるミスマッチを防ぐこと等の取組みに努めている。そ

れらに加えて社会に広く情報を伝える手段として、大学案内や理工学部ガイドブック等

の印刷物、本学公式 Webサイトを重要視している。 

印刷物媒体については毎年度の見直しと充実を図っており、学部ガイドブックは、各

学科を主体とする教育研究活動について積極的に受験生に伝達したい内容を整理し編

集して興味を持たれるように工夫している。 
また、本学公式 Webサイトは、多様な情報が受け手に的確に届くようにユーザビリテ

ィの向上を心がけ、内容の充実と新鮮さを保つことに努めている。加えて、読売オンラ

インと連動した「Chuo Online」も適宜活用しながら、大学の情報発信について更なる充

実を図っている。 

 
⑧キャンパス見学 

キャンパス見学については、常時門戸を開いており、高校生・教員等の見学希望に対

しては、後楽園キャンパス１号館２階に 2013 年度から開設した進学相談コーナーで進

学相談員（入学センター所属）が可能な限り対応する体制となっている。また、進学相

談コーナー閉室時間は、進学相談員が理工学部事務室内で業務を行うようにしたことに

より、理工学部事務室と連携して受験生の対応及び広報活動ができるようになった。 
 

以上、理工学部における学生募集の現状を示したが、利用者にとって分かりやすくかつ

利用しやすいことに重点を置き、学内からも的確な情報をストレスなく掲載できる Webサ

イトと情報環境を整備していること、また、受験生に伝えたい内容を整理した学部ガイド

ブックを発行していることは、広報に関する準備を十分行うことにより、同じ作業量でよ
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り高い効果が得られる結果をもたらしている。また、オープンキャンパスにおいて、参加

者が主体的に情報収集できるように研究室公開に力を入れている。これには理工学部の各

教員の研究室に所属する学部卒業研究生や、大学院学生がチームとなって積極的に研究活

動を行っている実態があってはじめて実現できることである。 
 

２）入学者選抜方法について 

理工学部における入学者選抜方法は、主に学力試験の結果によって選抜する「競争的入

試」と、志望動機や意欲などの学力以外の要素もみる「特別入試」に大別される。そして、

幅広い受験生を獲得するために、それぞれ複数の区分に分かれている。入試区分別の入学

者構成比率は、前者が約 71％、後者が約 29％となっている。2011～2017 年度の入試区分

別入学者の構成割合は、図６－Ⅰ－１の通りである。 
 

［図６－Ⅰ－１ 入試区分別の入学者の割合］ 

 
理工学部における各入学者選抜方法の概要とその位置づけは以下の通りである。 

 
① 競争的入試 

ａ．一般入学試験 

理工学部の「一般入学試験」は、理工学部で学ぶために必要な高等学校卒業時の学力

を学部独自の問題を用いて考査する試験であり、もっとも長い伝統を有している。入試

区分別入学者数割合は全体の 50％を占め、手続き率も３種類の競争的入試形態の中で

最も高く、中核的な選抜方式である。 

一般入学試験では、理科選択科目が学科により一部異なっているが、外国語（英語）、

理科（物理、化学、生物より１科目選択）、数学の３教科を課しており、出題形式は選

択式問題と記述式問題からなっている。  
 

ｂ．理数選抜入試（大学入試センター試験利用併用方式） 

「理数選抜入試」は、大学入試センター試験の英語の得点と、学部独自の出題による

数学と理科の得点を合計して選抜する試験である。この入学選抜方式は 2006年度から

実施しており、数学と理科は、一般入学試験とは異なる記述式問題を課している。この

試験のねらいは、受験テクニックに長けていなくても、数学及び理科に対する強い興味
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を持ち、課題に対して自ら取り組んで答えを導こうとする意欲を問うところにある。そ

のため、記述式の問題に対して解答を導き出すまでの過程を追跡し、「持っている知識

を活かしてどのように推論するか」を重視し、筋道を立てて考えていれば加点するとい

う採点方法を用いている。 
単に受験機会を増やすだけでなく、新たな学生層の獲得を期待する意図がある。 

 

ｃ．大学入試センター試験利用入試（単独方式） 

大学入試センター試験における英語、数学、国語、理科の得点によって入学者を選抜

する試験である。この試験は、理数系の学力のみならず、英語・国語を含めた総合的な

学力を備えることが求められる国立大学志向型の志願者層の獲得をねらっている。本

入学者選抜方式は数学科を除く９学科が実施している。 
 

②特別入試 

ｄ．指定校推薦入学 

理工学部における指定校推薦入学は、本学理工学部を第一志望とし、一定の学力基準

を満たして高等学校長の推薦を受けた生徒に対して選考を行うものであり、理工学分

野に対する確固たる学習意欲を有することを重視した入学者選抜方式である。 

指定校には、入学学科の選択が可能な学部指定校と、入学学科が定められた学科指定

校がある。学部指定校は、過去に複数の学科が指定校として選定し、かつ理工学部への

推薦実績のある高校を選定している。 

この試験は、筆記試験と口頭試問による基礎学力や小論文による基礎知識、文章構成

力・作文能力の評価と口頭試問である。従来、高等学校長からの推薦及び内申書を尊重

して選考を行ってきたが、慎重な総合判定の結果、出願した受験生が不合格となる例も

出ている。こうした事例も踏まえて、毎年適切な推薦が行われているかについて指定校

の全国的な水準の調査や入学後の学生の成績追跡調査を行うとともに、推薦 GPA 条件

を調整しながら適切な推薦が行われるように努力している。この区分による入学者数

は全体の 16.0％（2017年度）を占めており、一般入学試験に次いで多い。 

 

ｅ．自己推薦入学試験・海外帰国生等特別入学試験 

自己推薦入学試験・海外帰国生等特別入学試験は、専門分野に関する事項に対して強

い興味を持ち、高い学習意欲を持つ志願者を選抜する入学者選抜方式である。 
書類審査による一次選考、筆記試験及び面接試験による二次選考という２段階での

選考を行っている。書類審査では専門分野を学習する能力と関連のある内容に関して

自分自身をアピールできる内容を持っていることが要件となっており、筆記試験と面

接試験では当該分野への学習意欲と自己表現の内容だけではなく読解力や論理的思考

能力、問題解決能力、創造力等の基礎的能力を確認するよう工夫している。 
 

ｆ．附属高校推薦入学試験 

附属高校推薦入試は、本学附属の４高校の生徒を、本人の志望と学力指標によって、

高等学校長が推薦する入試方式である。理工学部では、学科毎に受入れ人数の目安を設

けており、一つの分野に同一高校の出身者が集中することのないよう配慮している。こ

の制度の大きなねらいは、高等学校、大学と一貫して本学の教育理念の下で学ぶことに
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よって、建学の精神への理解と本学への深い愛校心を養うことである。このため、模擬

授業、施設利用、学校見学、附属高校生のためのオープンキャンパス行事を通じた大学

の紹介に加えて、大学が附属高校に期待する教育内容を４高校との間で設けられる協

議会において懇談し、連携に努めている。 
 

ｇ．スポーツ推薦入学試験 

本入試方式は、スポーツにおいて全国レベルの大会で優秀な成績を収め、本学入学後

も学業とスポーツを両立させることへの強い意志を有する志願者を対象に、募集競技

種目を明示して公募しており、小論文及び面接試験を通じて入学者を選抜する試験で

ある。 
 

ｈ．外国人留学生入学試験 

外国人留学生入学試験は、理工学部における国際交流を促進し、学修に対する強い意

欲と高い志を有する外国人留学生を受け入れることを目的とした入学者選抜方式であ

り、志願者の出身国において大学前教育を受けていること、日本留学生試験（日本語、

数学、理科）を受験していることを条件としている。その上で、日本語運用能力及び英

語運用能力を図る筆記試験と面接試験での選抜を実施している。 
 

ｉ．編入学試験 

高等教育を通じて一分野の学問基礎を固めた上で、さらに他分野の学問体系を学ぼ

うとする熱意のある大学卒業者及び卒業見込み者を対象として、本学他学部出身者及

び他大学出身者（理工系、理工系以外問わず）に対して、数学、理科（物理、化学から

１科目選択。応用化学科志願者は化学指定）による学力考査と面接、成績証明書による

審査、また、本学理工学部出身者に対して、面接、成績証明書による審査によって学士

入学者の受け入れを行っている。 
また、高等専門学校を卒業した学生を対象とした編入学試験も実施している。高等専

門学校で学んだ工学の基礎を身に付けて入学する学生は、在学生の専門科目に対する

意識を高めるとともに、将来第一線で活躍するエンジニア、研究者となるための幅広い

視野と将来の就職先を得ることができる。 
 

３）入学者受け入れ方針と入学者選抜方法との関係性 

アドミッション・ポリシーにおいて、それぞれの入試形態ごとに特徴のある人材を受け

入れることを明示している。 
 

・一般入試：基礎学力（数・理・英）が高く、思考力・分析力を有する人を選抜します。 

・センター試験利用入試単独方式：十分な基礎学力と思考力・分析力を有する人を選抜しま

す。 

・センター試験利用入試併用方式（理数選抜入試）：基礎学力が高く、特に理数科目につい

て優れた思考力・表現力を有する人を選抜します。 

・自己推薦入学試験・海外帰国生等特別入学試験：基礎学力を有し、優れたコミュニケー

ション能力と積極的な行動力とを重視し選抜します。また、海外における教育・異文化

体験を経験し、専門分野への高い好奇心、語学力、国際理解を持ち、グローバルに活躍



642 
第６章 学生の受け入れ 

できる人材を選抜します。 

・指定校推薦入学試験：高等学校長による推薦者で、基礎学力とコミュニケーション力を

有し、学ぶ意欲の高い人を選抜します。 

・スポーツ推薦入学試験：基礎学力を備え、スポーツの分野で卓越した能力を有し、本学

において学業とスポーツを両立させる意欲の高い人を選抜します。 

・外国人留学生入学試験：基礎学力を有し、国際交流を促進し、高い志を持った国際的な

人材を選抜します。 

・附属高校推薦入試：基礎学力を有し、高大連携活動により本学での学ぶ意欲の高い人を

選抜します。 

・編入学試験：一分野の学問基礎を固めた上で、他分野の学問体系、または同じ分野のさ

らに高度な内容を学ぼうとする意欲の高い人を選抜します。 

 
以上、現在の理工学部における入学者選抜方法とその位置づけを示してきたが、これらは

学部の理念・教育研究上の目的、教育目標を実現するための、アドミッション・ポリシーに

基づくものである。現状においては、主として一般入学試験、理数選抜入試、大学入試セン

ター試験利用入試、そして各種特別入試により、学習意欲と強い探究心を持つ多様な学生の

受入れが実現できていると考えている。私立他大学との比較において現在の理工学部の特別

入試の割合は比較的低く、選抜方式間のバランスを調節していく余地があるという点で強み

を有している。今後も、特別入試の比重を大きくする方向、学力が保証された競争的入試に

重点を置く方向、学力がばらついている入学生に対する補習と正規授業の進度（と負担）の

調整を図る方策に関してバランスのとれた適切な対応について、学部入試広報委員会におい

て引き続き検討を行っていく。 

 

（２）入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性（入学者選抜実施体制の適切

性、結果の公平性・妥当性を確保するシステムの導入状況） 

 １）入学者選抜試験実施体制 

実施（作問、試験実施、採点）の主体は、特別入試は理工学部（特別入試管理委員と事

務室学務担当）、競争的入試は全学組織である入学センターと入試管理委員会となってお

り、入学試験毎の詳細な業務マニュアルに基づいて、誤りがないように注意深く実施して

いる。 
 

①一般入学試験及び理数選抜入試（大学入試センター試験利用入試：併用方式） 

入試管理委員会の下には、試験問題の出題・校正、試験問題の点検、答案の採点を行う

「入試専門委員」をおいており、当該委員は各学部教授会から選出される。 
科目毎に選ばれた出題委員グループが意見交換をしながら試験問題の作成と校正を行

う。そして、作成を担当した出題委員とは独立した入試専門委員が、入試管理委員会の監

督の下で高等学校の課程（学習指導要領等）に照らして適切な問題となっているか、また、

誤記述やミスプリント等がないか等の事項について点検を行っている。専門委員には附

属高校の教員も参加し、出題の難易度や妥当性のチェックも行っている。試験の実施に関

して、入試期間中は入学センターを中心とした全学体制で試験が実施されている。なお、

理数選抜入試（大学入試センター試験利用併用方式）「理科」の科目間での問題重複等に

ついては、2012 年度入試より出題者及び入試管理委員によるチェックを行っている。出
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題問題は試験実施後、直ちに外部の組織によって、その出題内容の評価を受け、その評価

内容も勘案しながら採点が行われる。採点は、出題委員を含めた学部選出の採点委員が担

当し、複数回の採点チェックにより、採点基準が一定に保たれ、また採点漏れがないよう

に工夫され、その後の集計作業は、別組織に依頼し公平性が保たれるようにしている。 
他方、学部合否委員会は各学科の代表である合否委員と学部長から構成され、採点され

た結果は学部の合否委員会に報告され、統計処理により選択した科目によって公平性が

保たれるように必要に応じて偏差点を用いながら合否判定が行われる仕組みとなってい

る。そして、学科毎に合格最低点を決定し、機械的な処理を経て合格者名簿が作成される。

なお、この委員会には理工学部事務長をはじめとして、作業を担当する職員も複数名出席

することとなっている。一般入学試験の合格最低点については、大学案内において１年分

を公開するとともに、不合格者については個人の入試得点を、本学公式 Webサイトを通じ

て開示している。 

 
②特別入試 

理工学部においては、入試区分ごと学科毎に出題委員、採点委員、面接委員が選出され、

それぞれの業務を担当する。実施全般の管理・運営（問題、答案、採点結果の管理）は、

特別入試管理委員が責任者となり、理工学部事務室入試担当がサポートする。出願資格要

件の審査結果並びに採点結果が学部合否委員会に報告され、競争的入試と同様の手続き

で合否判定が行われる。 
 

２）入学者選抜基準の透明性 
本学では、透明性ある入学者選抜基準の適用を基本としている。一般入学試験及び大学

入試センター試験利用入試（単独、理数選抜入試）は、大学案内、入学試験要項、本学公

式 Webサイト等を通じて、出題範囲、配点及び合否判定に際しての換算方法、合否判定方

法を明示している。入試選抜データとして、募集人員、志願者数、受験者数、合格者数、

倍率、合格最低点（倍率、合格最低点については過去１年間分）を公開している。 

特別入試は、入試に課される試験科目や小論文と面接試験について、どのような力が要

求されているのか、何を基準として選抜したかが、志願者に対して正確に伝わりにくい可

能性がある。入学者選抜基準の基本的な姿勢は上記の一般入学試験等と同様であり、募集

人員、詳細な出願資格、選考方法を上記と同様の媒体を通じて広く公開している。その中

で、理工学部で学修するために必要とされる基礎学力を述べた上で、毎年のオープンキャ

ンパス等における進学相談会や、直接メールで受験生から質問された事項を「Q＆A」とし

て掲載しており、これを通じて、入学者選抜の目的や方針、自己推薦書の記載に求められ

る諸要素の解説、小論文及び面接方式の説明、これらにおいて重視する事項等を志願者に

示している。さらには、オープンキャンパス等の相談会において、過去問題も公開してど

のような観点から選抜しているのかを丁寧に説明するように心掛けることによって、透明

性の確保に十分配慮している。なお、書類選考・面接審査は１人の受験生に対して複数で

担当するようにして公平性を保つようにしている。  

 
３）入学者選抜とその結果の公正性・妥当性を確保するシステムの導入 

入学者選抜結果が妥当であるかを判断する前提となる、教育研究上の目的や各学科の教

育目標、アドミッション・ポリシー、各入学試験制度と出願条件、各種入試データを公開
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している。進学相談会や高校訪問時において意見交換を行い、その内容を公開情報に反映

している。入試実施時に、公平性、妥当性を保つために行っている工夫は前述の通りであ

る。また、不合格者に対して受験した科目の得点、合格最低点については本学公式 Webサ

イトを通じて開示している。 
入学試験の実施に関して、担当教員、事務スタッフ、受験生からの質問によって指摘さ

れる出題や入試運営に関する問題点は、合否委員会及び入試広報委員会で議論され、適切

な解決策を講じて次年度の実施に反映している。具体的な事例としては、記述解答用紙の

問題選択の記入漏れを防ぐ書式の変更を行ったこと、また特別入試の面接時に受験生に不

愉快な印象を与える不適切な質問がなされたという苦情を受けたことをうけ、面接担当者

が面接試験のトレーニングを受けていないことを反省し、面接マニュアルを作成したこと

が挙げられる。 
また、入試の出題問題については、受験産業界の評価も勘案しながら外部の組織による

出題内容の評価を受け、適切な出題になっているか議論をすることで次年度の出題に生か

せるような工夫をしている。 
 

以上、理工学部の入学者選抜実施体制は、競争的試験においては入試管理委員会（全学委

員会）と合否委員会（学部）、特別入試においては特別入試管理委員が監督する各学科の実施

体制と合否委員会が明確に区別され、組織的に連携しながらそれぞれの役割を分担している。

いずれの入学者選抜基準についても、志願者が入試制度を理解できるよう統計的データと定

性的な説明を与え、それによって透明性を確保している。加えて、選抜試験の実施及び合否

判定結果についてもその公平性・妥当性を確保する仕組みを持っていると考える。本点検・

評価項目について設定した目標を概ね達成しており、安定して的確な入学者選抜が実施できて

いると考える。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜長所および効果が上がっている事項＞ 
○ 学生募集に関するイベントでは、高校生（受験生）だけでなく、保護者や進路指導を担

当する高校教諭にも理解してもらえるよう、取り組みを工夫している。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 高校教員向けの説明会や、附属高校の保護者向け説明会見学会等を引き続き実施する。 

 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

〇 高校教員向けの説明会や、附属高校の保護者向け説明会見学会を実施した。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜長所および効果が上がっている事項＞ 
〇 2016 年度に、理工学部の三つのポリシー（ディプロマ、カリキュラム、アドミッション）

の見直しと整理を行い、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを学科ごとに策定

したことにより、各学科の特徴を示すことができた。また、アドミッション・ポリシーにつ
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いても、受入れ方針をより明確化することができた。 

 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
〇 三つのポリシー（ディプロマ、カリキュラム、アドミッション）により、各学科の特徴を

示すとともに、アドミッション・ポリシーを学生受け入れの場面で周知していく。 

 
３．適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に

管理しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）収容定員に対する在籍学生数比率の適切性（入学定員に対する入学者数の比率を含む） 

収容定員に対する在籍学生数比率が 1.0を大きく上回らないことが、教育の質を担保する

ために重要であることは論を待たない。一方で、経営の基礎を学部の学費収入においている

現状から、中途退学者が発生することによる定員割れを避けるためには、入学定員に対する

入学者数の比率は多少の余裕をもって設定せざるを得ない。そこで、定員管理の根幹を成す

のは、毎年の入学者数と入学定員の関係であり、これに中途退学及び留年の要素が加わるこ

とになる。表６－Ⅰ－20に過去５年間の入学者数と募集定員の推移を示す。 

合格者数決定においては、これまでの実績データを基にして手続き率を予測するモデルを

活用している。そのため、手続き率の予測モデルの精度が向上し、全体として分散が少なく

抑えられている。過去５年間の平均で入学定員超過率と収容定員に対する在籍学生数比率は、

学部全体では 1.20倍を超えていないものの、学科別では 1.20倍を超えてしまった学科、も

しくは入学者数が募集定員を下回っている学科があり、継続して定員管理に係る改善が必要

であると認識している。単年度における定員管理を試みているが、万一超過率が大きくなっ

た際は、４年分の収容定員の範囲内で適切な定員管理ができるよう調整を行うようにしている。 

 

［表６－Ⅰ－20 各学科の募集定員と入学者数の推移（2017 年５月１日現在）］ 

 

2013 
～

2016 

2013 2014 2015 2016 
2017 
～ 

2017 

定員 入学 入学 入学 入学 定員 入学 

数学科 65 65 79 71 51 70 71 

物理学科 65 67 73 46 60 70 82 

都市環境学科 80 76 94 88 87 90 103 

精密機械工学科 130 142 136 131 140 145 166 

電気電子情報通信工学科 125 143 123 115 120 135 162 

応用化学科 130 163 127 116 112 145 191 

経営システム工学科 105 130 108 117 104 115 145 

情報工学科 90 94 95 77 94 100 108 

生命科学科 70 85 84 74 57 75 83 

人間総合理工学科 70 56 77 71 74 75 85 

合計 930 1,021 996 906 899 1,020 1,196 

 

（２）定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応の状況 

上記の通り、入学定員に対する入学者数の比率については、予測モデルにより管理してい

るが、入学後の早い段階で授業についていけなくなることが原因で中途退学に至るケースを

なくすため、入学後のきめの細かい指導体制も重要である。理工学部では、中退者、留年生

の成績不振科目を分析しており、別項の「補習・補充教育に関する支援体制とその実施状況」

に記述する諸方策を講じている。これにより、一時的に留年及び中退者を減少させることが
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できていたが、近年は若干増加傾向にある。今後は、こうした様々な諸要素の状況にも鑑み

た適切な定員管理に努めていきたいと考える。 

 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 定員のコントロール（合否ラインの設定）は年々難しくなっていることに対して適切な

対応が求められている。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 外的要因や偏差値の上昇等を踏まえて、入試広報委員会において、入学センターや予備

校による入試分析結果をヒアリングし、入試動向を踏まえた改善の検討を進め、定員厳格

化に向けた難しい課題に取り組むこととしている。 
 
【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

〇 2017 年度入試においては、入学定員に対する入学者比率が 1.17 と、これまでの定員より

も下回っていた傾向から一転して大幅超過した。2016年度に立てた対応方策が十分に機能し

なかった結果となる。当初の対応対策の徹底が至っていなかった点はあるが、それ以外の要

因として二つ考えられる。一点目は、既存在学生数で推移してしまうと収容定員に対する在

籍学生数比率が 1.0を下回ってしまうことから、2017年度入学者数は意図的に多めに合格者

数を出したこと。二点目は、他私大の定員厳格化により、本学と競合する他大私大が合格者

数を絞ったことが推測され、結果として手続者が本学流れてきた可能性である。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
〇 定員のコントロール（合否ラインの設定）は年々難しくなっていることに対して適切な対

応が求められている。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
〇 入試広報委員会において、入学センターや予備校による入試分析結果をヒアリングし、入

試動向を踏まえた改善の検討を進め、定員厳格化に向けた難しい課題に取り組むこととして

いる。 
 
４．学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されて

いるかについて、定期的に検証を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生募集方法および入学者選抜方法を検証する仕組みとその実施状況（学外関係者等か

らの意見聴取を含む） 

１）入学者選抜方法の適切性について、学外関係者などから意見聴取を行う仕組みの導入

状況 

進学相談会、高校訪問等の機会を除くと、理工学部独自に学外関係者から入学者選抜方
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法に関して意見を組織的に聴く取組みは行っていない。しかし、大学全体としては、全学

に係る記述において示したように、一般入学試験（理数選抜入試を含む）実施後に科目毎

に外部教育関連機関等に入試問題・解答の点検を依頼し、客観的な講評を得る仕組みを導

入して、次年度以降の出題に活かすような工夫をしている。 
また、入学者選抜においては、これまでも入試広報委員会を中心に入試選抜方法の検証

を行っており、入学センターを中心として、外部の教育関連機関や附属高校の教員の力も

借りながら、公平かつ適切な出題がされるような取組みがなされている。 
 

２）各年の入試問題を検証する仕組みの導入状況 

学力試験の各科目の出題委員会では、出題範囲、レベル、解答のしやすさなど問題の適

切さと全体の整合性を、委員が相互にチェックして、試験問題を作成する。問題案作成後、

入試管理委員会の監督下で、出題委員会とは独立したメンバーによって問題の点検が行わ

れ、その結果が反映される。 
さらに、試験の実施後において、理工学部の入試問題検討委員会において、外部の教育

機関からの試験問題に対する外部評価、得点分布から見た問題の難易度、問題毎の得点間

の相関等の観点から、試験問題の検証を行い、問題点等は翌年度の体制に反映するよう定

常的に行っており、本点検・評価項目に掲げる目標の着実な達成に努めている。 
一方で、入試業務の負荷は増大傾向にあり、大学全体でリスクマネジメントすることが

必要である。 
 

以上、学内においては、作問から試験実施後まで複数の時点で組織的な点検を行い、これ

に基づいて改善する仕組みとなっているのに加えて、一般入学試験問題を中心に外部からの

批評を得る機会を通じて、試験問題が適切であるように努めている。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし 
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文学部 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

文学部のアドミッション・ポリシーは、2016年７月から、教務委員会を中心として見直し

作業を行い大幅に改定した。まず「文学部の求める人材像」において、学部としての学習の

目標を示し、その上で、2018年度以降の各種入試制度変更を踏まえ、文学部を目指す学生に

求める資質・素養、入学前に修得しておくことが望まれる学習内容等を明示した上で、入学

後の学修を円滑に進める前提として必要となる能力を専攻ごとに詳細かつ具体的に明示する

ものとなっている。 

＜入学者受け入れの方針＞ 
〇文学部の求める人材 

文学部が人材育成の目標としている「人を読み解く力」を備えるためのアプローチは、けっして単一

ではありません。文学部では、人文科学系（言語、文学、芸術、歴史、哲学）・社会科学系（社会、情報、

教育、心理）を含む多様な学問研究を通じて、現象の本質を洞察し概念化する想像力・創造力を養い、

社会、言語、文化についての素養を身に付けることを目指しています。 

そこで、文学部が入学を期待するのは以下のような学生です。 

・人間や社会に関するテーマを深く探究したい人 

・日本や外国の言語と文学、歴史、文化、社会に広く関心を寄せる人 

・人間の思考や行動、人間関係や社会構造に積極的な興味を抱く人 

・鋭い感性と幅広い教養を身に付けたいと思う人 

・論理的な思考力、柔軟な発想力、的確な表現力を養いたいと思う人 

・高等学校段階までの学習において、社会に関する基礎的な教養、言語、文化を学ぶ基礎としての国

語と外国語の能力、論理的な思考力と読解力を身に付けている人 

 

〇入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等 

１．教科・科目毎に求める能力 

「国語」：母語に対する知識と関心を持ち、日本および世界の文学史における基本的な文学作品を読

破していること。特に現代文については、新聞の社説あるいは新書・概説書程度の論説文

を読みこなせる読解力と、同程度の論理的な内容の文章を書く文章力を身に付けておくこ

と。 

「外国語」：母語以外の外国語を修得することによって、母語を相対化し、言語一般が重要であると

認識していること。新聞記事程度の日常的で短い文章を、辞書を用いなくてもおおよそ

理解できるだけの読解力と、自分の考えや感情を簡潔に伝えられ、電子メールを書ける

程度の表現力を身に付けておくこと。 

「日本史」「世界史」：歴史全体の流れを把握しておくこと。 

「数学」：論理的にものごとを考える基礎力を養うこと。 

 

２．専攻毎に求める能力 

国文学専攻 

・現代文・古文・漢文：さまざまな文章を読む楽しみを体験しておくこと。 

・日本史・世界史・地理：文学の歴史的背景を理解しておくこと。 

英語文学文化専攻 

・外国語：少なくとも英検二級程度の英語運用力を身に付けておくこと。 

・社会：人類の歴史や現代の世界情勢への広い関心を持つこと。 

ドイツ語文学文化専攻 

・外国語：論理的な文章を読んだり書いたりする基礎力を身に付けておくこと。 

・世界史：特にヨーロッパの歴史を学んでおくこと。 
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フランス語文学文化専攻 

・外国語：基礎的学力を十分身に付けておくこと。 

・世界史・地理：ヨーロッパの歴史と地理に関心を持つこと。 

中国言語文化専攻 

・国語：論理的な文章を読んだり書いたりする基礎力を身に付けておくこと。 

・外国語：平易な文章を読んだり書いたりする基礎力を身に付けておくこと。 

・世界史：特に中国の歴史を学んでおくこと。 

日本史学専攻 

・高校で学習する日本史Ｂの内容を十分に理解し、基礎的な歴史用語について学習しておくこと。 

・中学・高校で学習する世界史・地理について基礎的な点は理解できるよう、学習しておくこと。 

・歴史史料に接することができるよう、高校で学習する古文・漢文について基礎的な読解力を身に付

けておくこと。 

・英語について海外の資料や論文に接することができるよう、高校で学習する基礎的な読解能力は身

に付けておくこと。 

東洋史学専攻 

・現代文：新聞の社説あるいは新書・概説書程度の論説文を読みこなせる読解力と、同程度の論理的

な内容の文章を書くことのできる文章力を身に付けておくこと。 

・漢文：中国史を専門に学ぶ場合は、漢文の基本句形を理解していること。 

・古文：中国史を専門に学ぶ場合は、古文の文法の規則に習熟していること。 

・外国語：新聞記事程度の日常的で短い文章を、辞書を用いなくてもおおよそ理解できるだけの読解

力と、自分の考えや感情を簡潔に伝えられ、電子メールを書ける程度の表現力を身に付けておくこ

と。 

・日本史：日本史の大まかな流れや出来事について、高校の教科書に書かれている程度の内容を理解

していること。 

・世界史：世界史の大まかな流れや出来事について、高校の教科書に書かれている程度の内容を理解

していること。 

西洋史学専攻 

・外国語：論理的な文章を読んだり書いたりする基礎力を身に付けておくこと。 

・日本史・世界史：歴史全体の流れを把握しておくこと。 

・国語：レポートや論文を作成するのに必要な読解力と文章力を養っておくこと。 

哲学専攻 

・国語（現代文、古文、漢文）：論理的な思考をし、論理的な分析をし、論理的な文章を書くことがで

きること。さまざまな文学作品（小説、詩、評論、古典など）を多く読んでいること。できれば、

哲学書や思想・宗教関係の本も読んでいること。 

・外国語（英語など）：外国語の文章をきちんと解釈する基本を習得していること。文法に則って、

外国語を読解する能力を身に付けていること。 

・倫理：西洋、東洋の思想・哲学の歴史を一通り知識としてもっていること。有名な思想家や哲学者

や宗教家の学説や考え方を知っていること。 

・世界史、日本史：歴史についての基本的な知識をもっていること。 

社会学専攻 

・国語：論理的な文章読解能力や文章作成能力などの基礎力を身に付けておくこと。 

・外国語（英語など）：論理的に文章を読解する基礎力を身に付けておくこと。 

・日本史・世界史：歴史全体の流れを適切に理解する基礎力を身に付けておくこと。 

・政治・経済：政治・経済の仕組みや歴史を適切に理解する基礎力を身に付けておくこと。 

社会情報学専攻 

・国語：論理的な文章の読解力、および文章作成の基本的能力〈段落の構成、語彙など〉を身に付け

ておくこと。 

・数学：数学Ⅰ・Aを履修していること。データの処理、分析、解釈に必要な数学の基礎的知識を身

に付けておくこと。 

教育学専攻 

・国語（現代文）：論理的な文章を読みこなす読解力と、論理的な文章を書くことができる基礎的な

力をつけておくこと。 

・外国語：ホームページや新聞記事程度の英文を読む力を持っていること。 

・日本史・世界史：歴史についての基本的な知識をもっていること。 

・現代社会、政治・経済、倫理についての基礎的な知識をもっていること。 

心理学専攻 

・数学：心理学は実証研究の過程で統計学の手法を駆使するため、数学的思考能力を身につけておく
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ことが望ましい。特に、数学Ⅰでは「データの分析」、数学 Aでは「場合の数と確率」、数学 Bでは

「確率分布と統計的推測」の分野を重点的に学んでおくこと。 

・英語：心理学では最新の研究成果を学ぶために学部生のうちから英語の学術論文を読みこなす必要

がある。そのため、高校時代にある程度の英文解釈力を身に付けておくこと。 

・生物学：発生学、進化論といった領域の基本的事項を学んでおくこと。 

・倫理：研究遂行のための倫理、臨床を行う上での倫理といったことの基本となる倫理学を学んでお

くこと。 

入学者受け入れの方針は、本学公式 Webサイトに掲載しているほか、受験案内（募集要項）

等の印刷物を通じて広く周知を図っている。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

〇 特になし 
 
２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性（各種推薦入試、

特別入試を含む） 

文学部は、教育研究上の目的達成に必要な人材となり得る学生を受け入れるため、前述の

アドミッション・ポリシーを定め、入学者の募集・選抜にあたっている。 

学生募集に関しては、本学公式 Web サイト等において、入試情報等の開示を行っている。

加えて、高校生に対してより詳細な情報を提供するためにオープンキャンパスにも力を入れ

ており、13専攻全てが所属する学生を回答者として個別相談コーナーを設け、各専攻の特色

と受け入れ方針を詳しく紹介している。また、高校教員向け説明会や訪問授業、進学アドバ

イザーによる高校訪問を通じて、各地の高校と広く意見交換を行っている。指定校推薦入試

については、指定校に推薦依頼状を送付するだけでなく、職員が新規指定校の進路指導教諭

を訪問して学部の特色を紹介・説明するなど、積極的な募集活動を行っている。 

入学者選抜については、一般入試、統一入試、大学入試センター試験利用入試（単独方式、

３教科型・４教科型）、英語外部検定試験利用入試並びに特別入試を採用している。 

一般入試は、「外国語」「国語」及び「地理歴史・公民、数学」の３教科から各々１科目を

選択し、受験した３科目の合計点により選抜される入試方式である。一般入試における特徴

としては、まず、国文学専攻の「国語」の配点が他専攻の 100点に対して 150点に設定して

いる点が挙げられる。これは、国語の能力とモチベーションの高い学生を優先的に受け入れ

たいという専攻の方針に基づいている。また、日本史学専攻、社会学専攻、社会情報学専攻、

心理学専攻は、専門領域への特性を有する学生を積極的に受け入れるため、外国語の配点を

100点とすることで、地理歴史・公民・数学の相対的比重を高めている。その他の専攻は、異

文化理解や外国語能力に優れた学生の受入れを企図し、外国語の配点を 150点としている。 

一般入試の問題作成・採点は原則として文学部の専任教員が担当しており、入学する学生

に理解してもらいたい内容を試験問題に盛り込むようにしている。 

統一入試は本学の文系５学部に共通した試験を実施する方式であり、１つの試験で複数学

部の併願が可能であり、多様な学生の受入れを実現している。 

大学入試センター試験利用入試（単独方式）は大学入試センター試験の成績を利用して合

否を判定する入試であり、文学部では３教科型と４教科型を用意している。４教科型は他の

入試方式と異なり、出願時ではなく入学手続き時に希望専攻を指定することができ、加えて

１年次終了時に２年次以降の専攻を変更することが可能な「専攻フリー制度」を採用した入
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試となっている。 

これらに加え、2017年度から新設した英語外部検定試験利用入試は、出願資格として外部

の英語検定試験を活用し、従来の一般入試の「英語」を免除し、一般入試の①「国語」及び

②「地理歴史・公民」または「数学」の２教科２科目で合否判定を行うものとなっている。 

様々な経験を有する個性豊かな学生の受入れを目的とする特別入試については、2017年度

は附属高等学校推薦入試、指定校推薦入試、スポーツ推薦入試、海外帰国生等特別入試、ド

イツ語・フランス語特別入試、外国人留学生入試を実施している。なお、2018年度入試から

は海外帰国生特別入試を廃止し、外部の英語検定試験の成績を活用し、小論文と面接試験に

より選抜を行う英語運用能力特別入試を新設することとしている。 

附属高等学校推薦入試は、附属の高等学校との教育上の信頼関係と連続性に基づき、高等

学校３年間に積み上げてきた確かな学習能力を持ち、自身の興味関心を伸ばしてきた学生を

受け入れることを主眼としている。 

指定校推薦入試は、文学部への志向が高く成績優秀な生徒を輩出している高等学校を中心

として全国各地の学生を広く受け入れることを目的としている。 

スポーツ推薦入試は、スポーツ能力に優れ心身ともに堅固で勉学との両立をはかれる学生

の受け入れを目的としている。 

ドイツ語・フランス語特別入試は、2017年度入試から導入した入試で、外部の検定試験（ド

イツ語またはフランス語）を活用し、小論文と面接試験により選抜する。 

外国人留学生入試は、国際的な研究教育交流の一環として実施しており、「日本留学試験」

の「日本語」受験及び外部の英語検定試験の受験を出願資格とし、書類選考で第一次選抜を

行った上で面接試験を実施し、最終的な合否を決定する。 

また、この他に、専攻の専門分野への志向性の高い学生を積極的に受け入れるため、編入

学試験（学士入学）、転専攻試験を実施し、学部及び各専攻の理念・特色に合致した意欲の高

い学生を論文と面接試験により選抜し、受け入れる体制を整えている。 

 

（２）入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性（入学者選抜実施体制の適切

性、結果の公平性・妥当性を確保するシステムの導入状況） 

１）入学者選抜試験実施体制 

入学者選抜については一義的に学部が責任を負っているが、一般入試（大学入試センタ

ー試験利用入試を含む）については全学的な実施体制を敷いており、全学の委員会である

入試管理委員会が入学者選抜試験の実施についての全学的な体制について審議を行って

いる。ここには学部から選出された委員が構成メンバーに加わり、学部との連絡体制を確

保している。この全学的な体制の下、各学部において入試実施に関する委員会（文学部に

おいては文学部合否決定委員会）が設置され、学部単位の実施体制を確立している。 

入試問題についても、原則として文学部の専任教員が出題委員として作成にあたってお

り、学部の入学者受け入れの方針に適う人材を確保すべく、幾度もの出題委員会での討議・

検討の上、作成されている。 

また、文学部では専攻毎に合否決定委員を選出し、合否決定委員会を構成している。合

否決定委員は、過去の入試データや外部の状況等を参考として考慮しながら当該年度入試

データを検討し、専攻に対してのみならず学部全体の選抜に対して責任を持つことになっ

ている。また、特別入試については、各専攻から選出された出題・採点・面接等の複数の委

員により試験が実施され、その結果をもとに文学部合否決定委員会が合否を決定している。 
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これら、各年度の入試問題の妥当性に係る検証に関しては、一般入試については全学の

入試管理委員会で行われる。文学部の教員の多くは、一般入試問題の出題・採点委員とし

て、他学部の試験問題も含めて大学全体の入試問題作成と検証に従事してきている。出題

については、各学部・各科目に「出題主査」として出題体制の責任者が置かれ、科目毎に

行われる出題委員会において、出題主査が中心となり前年度の入試問題の正答率等の検証

を行いつつ、次年度入試の問題作成のための討議が行われている。 

特別入試については、文学部内の入試・広報委員会において、入試の実施体制の妥当性

等について検証を行っている。 

以上のように、入試形態の別を問わず入学者選抜試験実施については、責任体制も明確

で確固たる適切な体制を保持し、その適切性について検証する体制は意見聴取も含めてよ

り精緻なものとなってきているが、他方でこうした業務を担う特定分野・特定教員の負担

が増加し、過重負担が今後のミスを惹起することも懸念される。 

 

２）入学者選抜基準の透明性 

 文学部並びに各専攻の理念・目的・教育目標にかなった入学者選抜を可能とするため、

一般入試においては、問題の作成にあたっては入学生に理解してもらいたい内容を念頭に

置き、専攻毎に配点等で選抜基準の特色を出すようにしている（２．入学者受け入れ方針

(２)に既述）。これについては、本学公式 Webサイトや学部ガイドブック等の様々なメディ

アで広報している。また、過去の入試データも本学公式 Webサイト等で公開している。特

別入試においては、さらに専攻毎の選抜基準を明示した形で行われるものもある。 

他方で、合否は学部全体での協議に基づいて行われる。協議の場において疑義が出され

た場合には、得点を明らかにした上で選抜の根拠が示され、その結果が承認されるという

手続きを経ることにより、公平性と透明性が確保される体制となっている。 

 

３）入学者選抜とその結果の公正性・妥当性を確保するシステムの導入状況 

学部と各専攻は、文学部ガイドブックや本学公式 Webサイトを通じて、理念・目的を明

示すると同時に、大学全体の広報により、志願者数・合格者数・倍率・合格最低点等一般

入試全般に関わる数値データを開示しているほか、不合格者への得点の開示も行っており、

公平性、妥当性の確保と、受験生への説明責任の履行に努めている。特別入試については、

複数の教員による面接が行われているほか、出題から採点、合否判定まで複数の委員が関

与し、最終的に教授会における承認を経て決定されており、これについても公平性・妥当

性を確保する制度上の仕組みが整備されている。 
 
参 考 
【2016年度の自己点検・評価報告書における長所・問題点とそれらへの対応方策】 
＜問題点および改善すべき事項＞ 
○ 大学入試センター試験の廃止を見据えた対応について、検討を行う必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
○ 大学入試センター試験廃止後の学生募集について、入試・広報委員会において具体的な

対応方針を検討する。 
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【前年度に設定した対応方策の進捗状況】 

〇 2016年度においては、全学の入試政策審議会において、高大接続改革に対する全学として

の対応方針について検討が行われた。このため、学部としてはその動向を注視しながら今後

の動向に係る情報収集を行うとともに、入学者受け入れの方針について「入学前に修得して

おくことが望まれる学修内容・学力水準」の明確化等の改訂を実施した。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

＜問題点および改善すべき事項＞ 
〇 大学入試センター試験廃止後の学生募集を含む入学者選抜に関わる諸問題については、入

試政策審議会での検討結果等を踏まえ、対応を検討する必要がある。 
 
＜対応方策（長所の伸長／問題点の改善）＞ 
〇 新テスト対応等、高大接続改革への対応については、2017年度内に各学部内で検討を行う

ことが要請されていることから、入試・広報委員会において速やかに検討に着手する。 
 
３．適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に

管理しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）収容定員に対する在籍学生数比率の適切性（入学定員に対する入学者数の比率を含む） 

（２）定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応の状況 

文学部の合否決定委員会では当年度合格者数を決定するに際して過去数ヵ年の専攻別デ

ータをもとに適正な在学生数を確保する方策を講じてきている。とりわけ文学部においては、

少人数教育によって、教育への満足度と卒業時の学士としての力の実質的向上を目指している。 

過去５年間における収容定員に対する在籍学生比率並びに過去５年間における入学定員

に対する入学者数比率は、下表の通りである。 

 

［表６－Ⅰ－21 過去５年間における収容定員に対する在籍数学生比率］ 
 

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 
過去５年間 
の平均 

収容定員 3,600 3,600 3,600 3,600 3,690 - 
５月１日現在在学生数  
※（ ）内は内数で５年次生以
上の学生数 

4,131 
(201) 

4,162 
(222) 

4,105 
(208) 

4,053 
(180) 

4,202 
（157) 

4,131 
(194) 

収容定員に対する在学生比率 1.15 1.16 1.14 1.14 1.14 1.15 

 

［表６－Ⅰ－22 過去５年間における入学定員に対する入学者数比率］ 
 

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 
過去５年間
の平均 

入学定員 900 900 900 900 990 - 
入学者数 906 1,004 1,052 936 1,106 1,000 
入学定員に対する入学生比率 1.01 1.12 1.17 1.04 1.12 1.09 

 

このように年度により若干の増減はあるものの、概ね適正な水準となっており、在籍学生数

の過剰・未充足といった状況は生じておらず、学部の理念・教育目標に基づいた適正な学生数

が保たれている。 

 文学部の各専攻の定員は、44人から 154人の規模であるため、近年の受験動向の変動に対し

て個々の専攻毎に歩留りを予測することは一層困難なものとなっている。しかしながら、近年
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の定員管理の厳格化を受け、定員管理の適正化に一層努める必要がある。定員設定をしている

以上、設定の 100％に近づけていくことに努める必要があるが、万一超過した場合は TAの増員

や増コマ等、教育の質を確保するための施策を講じている。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

〇 特になし 
 
４．学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されて

いるかについて、定期的に検証を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生募集方法および入学者選抜方法を検証する仕組みとその実施状況（学外関係者等か

らの意見聴取を含む） 

 入学者選抜方法の検証については、文学部入試・広報委員会において当該年度の入学試験

が終了した際に実施し、入試方法の変更・改善等について検討を行うこととしている。最近

では、2018年度入試から、海外帰国生等特別入試を廃止し、英語運用能力特別入試を新設す

ることとした。 

 また、入学センター主催による高校教員向け説明会、入試動向説明会（予備校）等に文学

部教員、同事務室職員が参加するほか、文学部単独でも予備校関係者を講師に招いて入試動

向分析講演会を開催し、学内外の関係者からの意見聴取なども含め定期的かつ系統的な検証

を行っており、こうした情報については学部における入試政策の検証に役立てられている。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

〇 特になし 
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総合政策学部 

 

１．学生の受け入れ方針を明示しているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針の内容（求める学生像、当該課程に入学するにあたり修得しておく

べき知識等の内容・水準の明示）および当該方針の大学構成員への周知方法と社会への

公表方法 

総合政策学部の教育研究上の目的に基づき、アドミッション・ポリシーを以下のように設

定し、本学公式 Webサイトにて公表することで学内外への周知に努めている。 

＜入学者受け入れの方針＞ 
○総合政策学部の求める人材 

中央大学総合政策学部の理念は「政策と文化の融合」（文化的背景を理解して現代社会が直面する諸

問題を解決する視点）です。この理念に共感する次のような人物を求めます。 

 

１．「社会問題・現象への関心」：実際に国内外で生じている社会問題・現象を解き明かそうという

強い知的好奇心と行動力を持ち続けられる人  
２．「学際的・国際的理解」：様々な領域の知識のみならず、異なる文化圏の慣習や制度等に関心を

抱き、違いの本質を意識しながら問題解決への意欲を持ち続けられる人  
３．「社会貢献への意欲」：社会問題・現象の分析のみならず、具体的に解決・解明に取り組み、社

会の発展に寄与する意思を持ち続けられる人 
 
○入学前に修得しておくことが望まれる学修内容・学力水準等 

中央大学総合政策学部は、PBL（Project Based Learning、問題解決型学習）を重視しています。本学

部の学生は、自主的に研究テーマを設定し、さまざまな専門分野の知識をいかして調査研究を進め、研

究レポートにまとめます。このため、次のような学習経験を持つ人物を求めます。 

 

１．国語、地理歴史、公民、数学、理科、外国語において高等学校等を卒業する知識・技能を有して

いる。特に外国語に興味を持ち、積極的に学習してきた人物が望ましい。 

２．クラブ活動、生徒会活動、ボランティア活動他の学校内外での諸活動において主体性を持って行

動した経験を有している。 

３．上記１.と２.の活動を通じ、物事を多面的かつ論理的に思考して判断し、協調性を維持しつつも

自らの意見を的確に表現することを心掛けている。 

４．社会、人間、文化、科学に関わる様々な問題・事象に広く関心を有している。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし 
 

２．学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に学生募集および入学者選抜を行っているか。 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）学生の受け入れ方針と学生募集方法、入学者選抜方法の関係性・適切性（各種推薦入試、

特別入試を含む） 

総合政策学部では、学部が求める人材像に見合った優秀な能力を有する人材を幅広く受け

入れることができるよう、学生募集方法に関して幅広く広報活動（Web サイトでの入試に関

する情報公開、映像による学生・教職員の活躍を Web公開、大学案内誌、学部ガイドブック

（配布数 14,000）、オープンキャンパス、進学アドバイザーによる高校訪問、学外進学相談

会等）を展開し、多様な受験生に総合政策学部の入学試験の説明を行うとともに、一般入試、

英語外部検定試験利用入試(2017年度入試より導入)、大学入試センター試験利用入試（併用

方式）、大学入試センター試験利用入試（単独方式）、推薦・特別入試（附属推薦・指定校推
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薦・スポーツ推薦・留学生）等、多様な入学者選抜方法を実施している。 

各入試の位置づけとしては、学部独自で作問した筆記試験により、高校における学習到達

度を評価する一般入試を中心に据え、大学入試センター試験利用入試（併用・単独方式）も

採用している。その他、特色のある優れた学生を確保することを目的に、推薦・特別入試（附

属推薦・指定校推薦・スポーツ推薦・留学生）を実施している。 

このように、多様な能力を有する優秀な人材に対応する適切な学生募集、入学者選抜方式

の実施による志願者の確保に努めている。 

 

（２）入学者選抜において透明性を確保するための措置の適切性（入学者選抜実施体制の適切

性、結果の公平性・妥当性を確保するシステムの導入状況） 

本学では、一般入試（大学入試センター利用入試（併用方式）を含む）に関する実施・運

営に際しては、入学センターの下に設置される入試管理委員会が担っており、全学部より選

出される入試管理委員、出題委員、採点委員を管理し、適正な入学試験の実施に努めている。

また、特別入試については、実施・運営、管理、採点等の全ての業務を学部の入試・合否委

員会が担っており、特別入試毎に適正な実施に努めている。一般入試及び特別入試の合否判

定に関する業務は学部の責任において、学部の入試・合否委員会が入学者選抜の結果をもと

に合否判定する仕組みとなっている。 

また、入学者選抜試験が適正に行われるよう、問題作成については、各教科の出題委員主

査を中心に、問題作成会議を開催して慎重な出題体制を構築している。問題作成段階におい

ても、作成に使用する電子機器の持ち出しを厳しく制限し、問題の漏洩防止のために必要な

ルールを定めて入試問題の厳重な管理を行っている。例えば、問題の保管は完全ロック式の

金庫にて保管し、問題漏洩の危険性を回避するとともに、入試問題の搬出入時や解答用紙の

授受に際しては複数の担当者による立会い確認を行う等の体制が既に構築されている。採点

については、採点委員を選出し、採点会場を関係者以外立ち入り禁止の厳重管理の下で採点

を行っていることや、会議室内における部内校正、入試管理委員による校正等の綿密なチェ

ック体制も構築されている。 

入学者選抜基準の透明性を確保するために、学部に関連する入試情報を大学案内誌や本学

公式 Webサイトに掲載し、その中で、具体的な出願資格、選抜方法、科目毎の配点、合格最

低点、志願者及び合格者に関するデータ等を公開している。 

また、採点作業では、受験番号と点数のみを用いて処理し、合否判定資料を作成するなど

して、採点結果と個人情報を切り離すことで、公正な合否判定ができるような体制としてい

る。さらに、合格最低点についても大学案内誌を通じて公表している。 

入学者選抜とその結果の公平性・妥当性を確保するために、大学案内誌等を通じて配点、

内容の解説記載箇所を増やし、また、面接試験が行われる特別入試においては、複数の面接

官を据え、多角的な視野から面接が行われるよう配慮をし、その採点においても、面接官の

協議に加えて、面接結果を点数化し公平性を担保するよう努めている。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし 
 
３．適切な定員を設定し、学生を受け入れるとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に

管理しているか。 
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【現状の説明及び点検・評価結果】 

（１）収容定員に対する在籍学生数比率の適切性（入学定員に対する入学者数の比率を含む） 

（２）定員に対する在籍学生数の過剰・未充足に関する対応の状況 

過去５年間の入学定員に対する入学者数の比率、収容定員に対する在籍学生数の比率につ

いては下表の通りである。これまで国際政策文化学科の学生数が多くなる傾向があったもの

の、志願者の動向、入試日程、歩留まり率の分析、合格最低点の設定に係る分析等、多角的

な視点から検証を行い、入学者管理の改善に努めた結果、近年においては概ね適正な状況と

なっている。 

総合政策学部では、適正な定員管理のため、毎年度、過去の辞退率や他大学との併願状況

のデータ分析を活用し、定員超過が恒常的に生じないよう努めている。 

 

［表６－Ⅰ－23 入学定員に対する入学者数の比率］ 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 平均 

政策科学科 0.96 1.08 0.95 0.94 1.11 1.01 

国際政策文化学科 0.98 1.07 1.14 1.07 0.93 1.11 

学部全体 0.97 1.08 1.03 0.99 1.02 1.04 

 

［表６－Ⅰ－24 過去５年分収容定員に対する在籍学生数の比率］ 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 平均 

政策科学科 1.08 1.08 1.05 1.04 1.05 1.06 

国際政策文化学科 1.25 1.20 1.18 1.11 1.08 
*（0.81） 

1.16 

学部全体 1.15 1.12 1.10 1.06 1.07 1.10 

＊（ ）内は学則上の収容定員 600人に対する比率を表す。2017年度より入学定員が 150人となり、収容定員が 600人
となった。2014年度、2015年度、2016年度の入学定員は各 100人、総定員は 450人で、上段の数字は総定員数から算

出している。 

 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし 
 
４．学生募集および入学者選抜は、学生の受け入れ方針に基づき、公正かつ適切に実施されて

いるかについて、定期的に検証を行っているか。 

（１）学生募集方法および入学者選抜方法を検証する仕組みとその実施状況（学外関係者等か

らの意見聴取を含む） 

【現状の説明及び点検・評価結果】 

前述の通り、学生募集については、幅広く広報活動（Webサイト、大学案内誌、総合政策学

部ガイドブック、オープンキャンパス、進学アドバイザーによる高校訪問、学外進学相談会

等）を展開し、多様な受験生に学部の特色、入学試験の説明を行っている。また、それらの

効果の検証としては、大学評価委員会が毎年実施する新入生アンケートの結果を確認してい

る。2017年度の調査結果においては、カリキュラムや授業構成内容が「入学に際して本学を

選んだ理由となった」と回答した学生の割合が 73％にのぼっていることから、学生募集広報

として概ね適切な情報を提供できているものと認識している。 

他方、学部で独自に作成する問題については、複数の出題委員を選出し、出題者グループ

を組織化した上で、問題の作成に着手する体制を構築している。その出題者グループにて入
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試問題としての適切性、難易度等が慎重に検討され、加えて学外関係者などから意見聴取を

行ったのち、入試問題が完成するという仕組みとなっている。最終的には、出題グループに

おける学部内校正、入試管理委員による校正等、綿密な確認作業が行われる体制も構築され

ている。また、入学試験実施後の試験問題の検証としては、全学的に複数の外部機関に問題

の検証を依頼する仕組みが整えられており、複数のチェック体制が有機的に機能することで、

問題作成におけるミスを防ぐことが可能となっている。 

 入学者選抜方法の適切性について、学外関係者などから意見聴取を行う仕組みとしては、

予備校による入試動向説明会での意見交換や進学アドバイザーを通じた活動の中で、高等学

校の進路指導教員に対するヒアリングを通じて、本学の実施する入学者選抜方法に関する意

見を聴取する機会は設けられているが、学部単独の取組みとしては、現段階では特段実施し

ていることはない。 
 
【2017年度 自己点検・評価における長所・問題点及びそれらへの対応方策】 

○ 特になし 
 


